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第１章 計画策定の背景と目的 

 

第１節 計画策定の背景 
 

国は平成２６年１月に「障害者権利条約」を批准していますが、それまでに障害者権利条

約の批准に必要な国内法の整備や障がい者福祉制度の改革を推進するため､平成２３年８月

に障がい者の定義の見直しや障がいの有無にかかわらず人格と個性を尊重する共生社会の実

現等を内容とした「障害者基本法」を改正し、平成２４年１０月には障がい者への虐待の禁

止や予防を内容とした｢障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援に関する法律（障害

者虐待防止法)」を施行しました。 

平成２５年４月には障害者自立支援法を改正し､障害者基本法の趣旨を踏まえた「障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(障害者総合支援法)」が施行されていま

す。 

平成２８年４月には障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を

尊重し合いながら共生する社会の実現に資することを目的とした「障害者差別解消法」が施

行され、同時期に改正「障害者雇用促進法」も施行されています。 

また、「障害者基本法」の改正や「障害者総合支援法」の施行に伴い、難病患者も障がい者

の定義に位置づけられ、障害福祉サービスを受けることができるようになり、平成２７年１

月には「難病の患者に対する医療等に関する法律（難病医療法）」が施行されたことによって、

難病の対象が拡大され、難病に対する医療費助成の法定化や、サービスの充実も定められま

した。 

今般、平成２７年度から平成２９年度までの「第４期障害福祉計画」が計画年度の終期を

迎えることにあわせて「第５期障害福祉計画」を策定するとともに、「小金井市保健福祉総合

計画」の一部として「障害者計画」を策定しました。 
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１ 直近の国・都の動向 

 

（１）障害者基本法の改正（平成２３年８月施行） 

 

この法律は、全ての国民が、障がいの有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するか

けがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、全ての国民が、障がい

の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社

会を実現することを目的としています。また、障がい者の定義が見直され、障がいがある方

にとって障壁となるような事物・制度・慣行・観念などを含む、「社会的障壁により、継続的

に日常生活、社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」とする定義が追加されました。 

なお、これらをもとに、「地域社会における共生」、「合理的配慮」、「雇用の促進」などにつ

いての方向性が示されています。 

 

（２）児童福祉法の改正（平成２４年４月施行） 

 

この法律では、障がい別に分かれていた障がい児の施設や事業を一本化し、通所による支

援と入所による支援とに分けました。また、様々な障がいがあっても身近な地域で適切な支

援が受けられるよう、障害児通所支援の実施主体を市町村とし、児童発達支援センターを中

心とした児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援などのサービスが創設さ

れました。 

 

（３）障害者虐待防止法の成立（平成２４年１０月施行） 

 

この法律では、障害者虐待とは養護者によるもの、障害者福祉施設従事者等によるもの、

使用者によるものがあり、その類型として「身体的虐待」、「放棄・放置」、「心理的虐待」、「性

的虐待」、「経済的虐待」の５つを定義しています。 

 なお、虐待防止施策として、「障害者虐待の早期発見の努力義務規定の設置」、「障害者虐

待を受けたと思われる障害者を発見した際の速やかな通報の義務化」などが定められていま

す。 
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（４）障害者総合支援法の成立（平成２５年４月施行） 

 

この法律は、従来の障害者自立支援法に替わる法律として施行されました。正式名称は「障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」です。障害福祉サービスの提

供などについて定められており、障害福祉サービスの対象となる障がい者の範囲に難病患者

が含まれることが定められました。 

 

（５）障害者差別解消法の成立（平成２８年４月施行） 

 

この法律では、国連の「障害者の権利に関する条約」の締結に向けた国内法制度の整備の

一環として、すべての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格

と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、障がいを理由とする差別の解消を推

進することを目的としており、差別を解消するための措置として、不当な差別的な取扱いの

禁止や合理的配慮の提供等を講じることとしています。 

なお、差別を解消するための措置として、「不当な差別的扱いの禁止」や「合理的配慮の提

供」についての方向性が示されています。 

 

（６）障害者雇用促進法の改正（平成２８年４月施行） 

 

この法律では、雇用の分野における障がい者に対する差別の禁止及び障がい者が職場で働

くに当たっての支障を改善するための措置（合理的配慮の提供義務）を定めるとともに、障

がい者の雇用に関する状況に鑑み、精神障がい者を法定雇用率の算定基礎に加える等の措置

を講じています。 

 

（７）成年後見制度利用促進法の成立（平成２８年５月施行） 

 

この法律においては、認知症、知的障がいその他の精神上の障がいのある人が成年後見制

度を十分に利用していないことから、共生社会の実現のために制度の利用を促進することを

目的としています。 

国は制度の利用の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、成年後見制度利

用促進会議および成年後見制度利用促進委員会等を設置し、「成年後見制度利用促進基本計

画」を策定します。区市町村は、国の計画を踏まえた計画の策定、利用促進に関する審議会

等の設置が努力義務となっています。 
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（８）発達障害者支援法の改正（平成２８年８月施行） 

 

この法律では、発達障がい者の支援の一層の充実を図るため、法律の全般にわたって改正

しています。 

切れ目ない支援の重要性に鑑み、障害者基本法の理念にのっとり、共生社会の実現に資す

ることを目的として、医療、福祉、教育、就労等の各分野の関係機関が相互に連携した「ラ

イフステージを通じた切れ目のない支援」や教育、就労、発達障がい者の家族等への支援な

どの規定の改正を通じた「きめ細かな支援」、地域の関係者が課題を共有して連携した「地域

における支援体制の構築」についての方向性が示されています。 

 

（９）障害者総合支援法及び児童福祉法の改正（平成３０年 4 月施行） 

 

この法律では、障がい者が自らの望む地域生活を営むことができるよう、「生活」と「就労」

に対する支援の一層の充実や高齢障がい者による介護保険サービスの円滑な利用を促進する

ための見直しを行うとともに、障がい児支援のニーズの多様化にきめ細かく対応するための

支援の拡充を図るほか、サービスの質の確保・向上を図るための環境整備等を行うことを目

的としています。 

なお、具体的な支援として、障がい者の望む地域生活の支援については、「自立生活援助」

や「就労定着支援」の新設など、障がい児支援ニーズの多様化へのきめ細かな対応について

は、「居宅訪問による児童発達支援を提供するサービス」の新設、「医療的ケアを要する障害

児に対する支援」などが定められています。 
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第２節 計画の目的 
 

１ 計画の目的 

 

本計画は、国や都の指針等を踏まえ、今後の実現すべき障がい者施策を掲げた「小金井市障

害者計画」を策定するとともに、平成２９年度末に現行の「第４期小金井市障害福祉計画」の

計画期間が終了となることから、「第５期小金井市障害福祉計画」をこれまでの実績数値及び

目標数値を検証し一体化して策定するものです。また、策定にあたり、保健福祉に共通する理

念等を示した「小金井市保健福祉総合計画（小金井市地域福祉計画）」の一部として策定して

います。 

 

２ 市の計画内の位置づけ 

 

本計画は、「小金井しあわせプラン（第４次小金井市基本構想・後期基本計画）」及び「小金

井市保健福祉総合計画（小金井市地域福祉計画）」の考え方に即し、障がい者施策の基本的方

向性、目標を掲げる障害者計画及び障がい者施策推進の具体的目標を挙げた障害福祉計画にあ

たるものです。 

 

３ 法的根拠について 

 

本計画は、障害者基本法第１１条第３項の規定に基づく「障害者計画」、障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律(障害者総合支援法)第８８条の規定に基づく「障

害福祉計画」及び、児童福祉法第３３条の２０の規定に基づく「障害児福祉計画」を一体的に

策定したものです。 
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【参考】障害者総合支援法のサービス体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】児童福祉法のサービス体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                               第１章 計画策定の背景と目的 

 
 

- 107 - 

 

第３節 計画の期間 
 

基本計画としての「小金井市障害者計画」の計画期間は、平成３０年度から平成３５年

度までの６年間とし、本計画は平成２８年度から平成２９年度までの２年間を経て見直し

を行い、可能な限り平成３５年度までに達成していく事業を掲げました。 

 

「第５期小金井市障害福祉計画」の計画期間は、平成３０年度から平成３２年度までを

第５期とし、各年度における必要量や目標数値を掲げました。 

 なお、第５期小金井市障害福祉計画は、第４期の計画に係る事業実績及び目標の達成状

況を踏まえ、これまでの目標値を見直した上で、平成３０年度から平成３２年度までの各

年度のサービスの必要量や目標数値を設定しました。 

 

図表１ 計画の期間 
 

 平  成 

2 7 年 度 2 8 年 度 2 9 年 度 3 0 年 度 3 1 年 度 3 2 年 度 3 3 年 度 3 4 年 度 3 5 年 度 

障害者計画 

    

     

障害福祉計画 

 

  

 

  

 

  

 

 

 

 

 

第４期各年度の 
数値目標サービス 
必要量や目標量設定 

第５期各年度の 
数値目標サービス必要量
や目標量設定 

見直し 

 

第６期各年度の 
数値目標サービス必要量や
目標量設定（予定） 

 

延
伸 
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第２章 市の現状と課題 

 

第１節 市の統計資料から 
 
１ 身体障がい者 
 

小金井市における身体障がい者（児）の数（身体障がい者手帳所持者数）は、平成２９

年４月１日現在で 2,561 人、このうち１８歳未満が 70 人となっています。 

平成２４年度から 29 年度までの推移をみると、身体障がい者（児）は増加傾向にあり、

総人口に対する割合をみると、平成２９年４月１日現在の小金井市の総人口 119,598 人

に対し、約 2.14％となっています。 

障がい等級別では、重度の「１級」が最も多く、平成２９年４月１日現在の「１級」手

帳所持者を年齢別割合でみると、６５歳以上の割合が 69.8％となっています。 

障がいの種類別では、「肢体不自由」が最も多く、次いで「心臓機能障がい」となってい

ます。 

図表２ 身体障害者手帳 年齢別・身体障害者（手帳所持者）の推移 

（人） 

身体障がい者 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

18 歳未満 62 59 62 66 69 70 

18 歳～64 歳 816 807 784 773 761 747 

65 歳以上 1,680 1,709 1,769 1,766 1,747 1,744 

合計 2,558 2,575 2,615 2,605 2,577 2,561 

各年４月１日現在 

 

図表３ 身体障害者手帳 等級別・身体障害者（手帳所持者）の推移 

（人） 

身体障がい者 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

１級 861 878 898 896 894 899 

２級 384 371 371 356 334 333 

３級 413 426 424 425 419 420 

４級 611 615 641 641 637 610 

５級 140 146 135 135 139 142 

６級 149 139 146 152 154 157 

合計 2,558 2,575 2,615 2,605 2,577 2,561 

各年４月１日現在 
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図表４ 身体障害者手帳 障害別・等級別手帳所持者数 

 

身体障がい者 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 

視覚障がい等 182 178 177 178 177 175 

聴覚障がい等 255 251 259 259 254 262 

音声言語又はそしゃく機能障がい 41 39 37 35 35 35 

肢体不自由 1,270 1,294 1,312 1,318 1,294 1,250 

内
部
機
能
障
が
い 

呼吸器機能障がい 50 42 38 30 26 31 

腎臓機能障がい 168 180 177 187 181 190 

心臓機能障がい 443 449 462 448 452 466 

ぼうこう又は直腸機能障がい 121 112 120 114 120 112 

小腸機能障がい 2 2 3 3 3 2 

免疫機能障がい 22 23 22 25 27 30 

肝臓機能障がい 4 5 8 8 8 8 

小計 810 813 830 815 817 839 

合計 2,558 2,575 2,615 2,605 2,577 2,561 

 

 

２ 知的障がい者 
 

知的障がい者（児）の数（愛の手帳所持者数）は、平成２９年４月１日現在で５９９人

となっており、このうち１８歳未満は１７０人、１８歳以上は４２９人となっています。 

平成２４年度から２９年度までの推移をみると、知的障がい者（児）は毎年度増加傾向

にあり、総人口に対する割合では、平成２９年４月１日現在の小金井市の総人口 119,598

人に対し、約 0.50％となっています。 

障がいの程度別では、平成２４年度から２９年度までの傾向としては「４度」が最も多

くなっています。 

図表５ 愛の手帳 年齢別・知的障害者（手帳所持者）の推移 

（人） 

知的障がい者 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

18 歳未満 166 171 172 167 169 170 

18 歳～64 歳 336 344 359 371 380 393 

65 歳以上 21 22 25 32 36 36 

合計 523 537 556 570 585 599 

各年４月１日現在 

各年４月１日現在 

（人） 
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図表６ 等級別・知的障害者（手帳所持者）の推移 

（人） 

知的障がい者 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

１度 18 20 19 20 19 19 

２度 156 157 158 161 163 165 

３度 130 133 129 132 136 137 

４度 219 227 250 257 267 278 

合計 523 537 556 570 585 599 

各年４月１日現在 

 

３ 精神障がい者 

 

平成２９年４月１日現在、小金井市における精神障害者保健福祉手帳所持者数は、７６

８人です。このうち１８歳～６４歳が 632 人となっています。 

手帳の等級別では、「２級」が最も多くなっており、平成２４年度から２９年度までの推

移をみると、毎年度増加傾向となっています。 

なお、発達障がい者や高次脳機能障がい者についても、精神障がいの範囲に含まれ、障

がい者手帳を所持しているか否かに関わらず障害者自立支援法に基づく給付の対象となっ

ており、今後も増え続けることが見込まれます。 

 

図表７ 精神障害者保健福祉手帳 年齢別・精神障害者（手帳所持者）の推移 

（人） 

精神障がい者 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

18 歳未満 5 6 8 8 9 8 

18 歳～64 歳 419 454 497 513 564 632 

65 歳以上 90 101 112 102 117 128 

合計 514 561 617 623 690 768 

各年４月１日現在 

 

図表８ 精神障害者保健福祉手帳 等級別・精神障害者（手帳所持者）の推移 

（人） 

精神障がい者 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

１級 51 52 43 36 40 57 

２級 309 325 369 346 377 408 

３級 154 184 205 241 273 303 

合計 514 561 617 623 690 768 

各年４月１日現在 
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精神保健分野においては、平成１８年度の障害者自立支援法施行に伴い、それまでの「通

院医療費公費負担制度」から「自立支援医療（精神通院医療）」へ制度が移行しました。承

認者は、平成２４年度から２９年度までの推移をみると毎年度増加傾向となっています。 

 

図表９ 自立支援医療（精神通院医療）承認者の推移 

（人） 

精神通院医療受給者 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

承認者数 1,247 1,310 1,397 1,533 1,613 1,774 

各年４月１日現在 

 

４ 難病患者について 
 

平成２３年８月に障害者基本法が改正され、さらに平成２５年４月の「障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律(障害者総合支援法)」が施行されたことによ

り、障がい者の範囲に「治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政令

で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度である者」として難病患者（特

殊疾病患者）が加えられました。 

また、平成２７年１月１日に施行された「難病の患者に対する医療費等に関する法律」

で国における難病の対象疾病が拡大され、平成２９年４月１日現在では対象疾病は３３０

疾病にも拡大されています。また、都においても「東京都難病患者等に係る医療費等の助

成に関する規則」が施行されており、都の独自の難病対象疾病として１０疾病が掲げられ

ています。 

このことに伴い、難病患者の方も、身体障がい者・知的障がい者・精神障がい者と同様

に障害福祉サービス等の利用が可能となっており、受給できるサービスの向上が図られて

きています。 

 

５ 他の障がいについて 
 

治療法が確立されていなく、日常生活に多くの困難や課題を抱える病気があったとして

も、「障がい者」とは認められず支援を受けられない方もいる現状があります。 
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第２節 アンケート調査から 
 

小金井市の障がいのある人の現状、前計画の検証結果、アンケート調査の結果等を踏ま

えて、取り組むべき課題を整理しました。 

 

１ 福祉意識の醸成 

 

障がい施策に関する一般市民調査によると、ノーマライゼーションや共生社会という言

葉を聞いたことがある人は５割強となっています。また、障がいのある人への調査、障が

い施策に関する一般市民調査ともに、障害者差別解消法を知っている人は１割台となって

います。 

また、障がいのある人への調査によると、隣近所とほとんど付き合いがない人が２割台、

障がい施策に関する一般市民調査では、半数以上が日常的に交流している障がいのある人

はいないと答えており、日常的に交流する機会が少ないことがわかりました。 

誰もが安心して暮らせる思いやりのあるまちを実現するためには、市民一人ひとりが福

祉に対する理解を深め、日常的に交流する機会を持つことが望まれます。市民への啓発活

動や、子どもの頃から地域・学校での福祉意識の啓発、交流する機会や場の提供を行って

いく必要があります。 

 

図表１０ ノーマライゼーション等について（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

聞いたこと

がある
52.1%

聞いたこと

がない

47.1%

無回答
0.8%

(N=361)
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２ 障がいのある人の一般就労の促進 

 

障がいのある人への調査によると、１８～２９歳までの正規雇用をされている人は２割強、正規

雇用を希望している人は半数弱となっています。働くために必要なことについては、「障がいのあ

る人に配慮した職場になっていること」、「事業主や職場の仲間の理解があること」、「企業などが積

極的に障がいのある人を雇うこと」が多く求められています。また、障害者就労支援センターを知

らない人が、１８～６４歳のうち４割を超えています。 

また、障がいのある人への調査によると、障がいのある児童の今後希望する進路について、「企

業等で一般就労がしたい」、「職員等の指導員の支援を受けながら働くことのできる事業所で働きた

い」などの就労に関する希望が多くなっています。 

今後は、障がいのある人の一般就労に向けて、障害者就労支援センターの周知の促進、企業等の

障がいのある人の雇用の促進の啓発、就労支援の充実、職場への定着を進めるための支援を行い、

就労の拡大を図っていく必要があります。 

 

図表１１ 障がいのある人が働くために必要なこと（全体：複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47.9

44.2

37.9

37.4

36.7

31.3

29.0

26.7

26.2

25.1

22.7

21.6

12.6

4.0

9.5

21.1

0 10 20 30 40 50 60

障がいのある人に配慮した職場になっていること

事業主や職場の仲間の理解があること

企業などが積極的に障がいのある人を雇うこと

生活できる給料がもらえること

就労条件（短時間労働など）が整っていること

障がいのある人にを雇用する、

または雇用しようとする企業への公的支援

就労継続中も様々なサポートをしてくれる人や

機関の存在

仕事をするための訓練・研修の機会が充実していること

通勤（交通）手段が確保されていること

多様な働く場が整備されていること

働く場の紹介や職場に慣れるまで同行したり、

相談にのる人がいること

健康管理が充実していること

自営業を希望する障がいのある人への支援が

充実していること

その他

特に必要ない

無回答 (N=1,608)

(％)
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３ 総合的な相談支援体制の充実 

 

障がいのある人にとって暮らしやすいまちづくりについて、障がいのある人への調査で

は６割弱、障がい施策に関する一般市民調査では５割強が、「何でも相談できる窓口をつく

るなど相談支援体制の充実」が必要と答えています。また、障がいのある人の調査による

と、新たに利用したい・利用し続けたいサービスについて、「短期入所や身の回りの支援」

に次いで、「サービスに関する情報提供や利用の援助」が高くなっています。 

障がいのある人にとって暮らしやすいまちづくりの実現のために、日頃から緊急時まで

すぐに相談でき、必要に応じて対応が図られる総合的な相談支援体制の充実を推進する必

要があります。 

 

図表１２ 利用したい・利用し続けたいサービス（全体：複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14.6

13.7

13.3

12.4

11.1

11.0

7.0

6.8

5.8

5.8

5.3

4.3

3.6

1.6

4.0

24.0

28.0

0 10 20 30

家族などの支援者が病気などのときに、夜間を含めて

施設に短期間入所し、身の回りの支援を受ける

サービスに関する情報提供や利用の援助など総合相談

身体の状態や生活能力の維持向上のための訓練

（機能訓練・生活訓練）

外出の同行・付き添いなど（移動支援等）

補装具費や日常生活用具費の給付

趣味や仲間づくりなどの支援を行う

地域活動支援センター

自宅で入浴、排せつ、食事の介助や家事援助を

受けられるサービス

共同生活の場を提供し、日常生活などの支援を

行うグループホーム

一般企業で働きたい人に対し、必要な知識や

能力向上のための訓練

一般企業で働くことが困難な人に対し、

生産活動の場や機会の提供

お金の管理やサービスの利用の手続きなどの支援

単身生活や通所が困難な方に対し、施設で

日常生活の支援を行う

児童発達支援や放課後等デイサービスなど

障がい児を対象とした支援

手話通訳や要約筆記などの意思疎通支援

その他

障がい福祉サービスは利用しない

無回答 (N=1,608)

(％)
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４ 権利擁護の推進 

 

障がいのある人への調査では、成年後見制度について、「知らない」、「言葉は聞いたこと

がある」がともに２割台となっています。 

介助者が高齢化しており、今後は成年後見制度等の活用を必要とする人が増えると予測

されます。成年後見制度の利用の促進に関する法律の成立を受けて、より一層の成年後見

制度利用支援事業の周知等、判断能力が十分でない方の権利擁護を推進していく必要があ

ります。 

 

図表１３ 成年後見制度について（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

よく知っている

17.4%

少し知っている

33.6%

言葉は聞い

たことがある

22.6%

知らない

22.2%

無回答

4.2%

(N=1,608)
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５ 障がい児への支援の充実 

 

障がいのある人への調査によると、障がいのある児童の幼稚園・保育所・学校に望むこ

とについて、「子どもの能力や発達状態に適した指導の実施」、「就学相談や進路相談などの

相談体制の充実」、「まわりの子どもたちの理解を深めるような交流機会の増加」が多くな

っています。 

障がいのある児童が地域で暮らし続けることができるよう、保健・医療・福祉・教育等

の関係機関の連携体制の構築が求められています。また、早期に発見し、発達状態に適し

た支援を行うことが重要であり、乳幼児期からのライフステージに応じた継続的な支援が

必要となります。 

 

図表１４ 幼稚園・保育所・学校に望むこと（全体：複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28.6

18.7

17.9

13.3

12.4

10.4

8.7

3.5

24.5

38.4

0 10 20 30 40 50

先生の理解を深め、子どもの能力や

発達の状態に適した指導をしてほしい

就学相談や進路相談などの相談体制を

充実してほしい

まわりの子どもたちの理解を深めるような

交流機会を増やしてほしい

施設、設備、教材を充実してほしい

個別指導を充実してほしい

医療的なケア（吸引・経管栄養・導尿等）が

受けられるようにしてほしい

通常の学級への受け入れを進めてほしい

その他

特にない

無回答
(N=1,608)

(％)
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６ 災害時に向けた支援体制の充実 

 

障がいのある人への調査によると、災害時に一人で避難できない人が４割を超えていま

す。災害時に備え、障がい者等、災害時の避難に支援を要する人（避難行動要支援者）の

避難行動要支援者名簿への登録が重要となりますが、障がいのある人への調査、障がい施

策に関する一般市民調査ともに、名簿の認知度は１割弱となっており、避難行動要支援者

名簿の周知を進める必要があります。 

また、避難行動要支援者を地域で把握し、いざという時のための避難体制を構築する必

要があります。 

また、障がいのある人への調査によると、災害時の避難所での配慮について、「持病のあ

る人や薬を飲んでいる人への治療の継続」、「高齢者や妊産婦、乳幼児等の体調が変化しや

すい人への配慮・支援」が多く求められており、日頃から、地域のさまざまな人を交えた

防災・災害対策を進めていく必要があります。 

 

図表１５ 災害時の避難（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一人で判断し、

避難できる

49.1%
一人で判断できるが、

避難はできない
23.2%

一人では判断できないし、

避難もできない

22.1%

無回答
5.6%

(N=1,608)
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７ 地域で暮らし続けるための基盤づくり 

 

障がいのある人への調査によると、市の住宅対策で望むこととして、「障がいに配慮した

公営住宅の整備」、「住宅改修費の助成制度の充実」、「グループホームなどの整備」の順に

高くなっており、居住生活を支援するサービスの充実が求められています。 

また、障がい者の重度化・高齢化や親なき後を見据え、地域で障がいのある人やその家

族が安心して生活するため、緊急時にすぐに相談でき、必要に応じて対応が図られる地域

生活支援拠点の整備を推進していく必要があります。 

 

図表１６ 市の住宅対策について望むこと（全体：複数回答（３つまで）） 
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無回答 (N=1,608)

(％)
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第３節 現施策の評価から（前回までの施策の総括） 

 

１ 市民一人ひとりの理解と交流を育む意識づくり 

 

障がいのある人が、住み慣れた地域で自立して生活していくためには、周囲の人が障が

いを正しく理解し、共に地域で生活する仲間として障がいのある人の人権を尊重すること

が大切です。 

平成２８年度には国において「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害

者差別解消法）」が施行されています。 

この法律は「障害を理由とする差別の解消を推進し、もって全ての国民が、障害の有無

によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の

実現に資することを目的」として施行されており、第３条には国及び地方公共団体の責務

として「障害を理由とする差別の解消の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実

施しなければならない」とあり、第４条には国民の責務として「障害を理由とする差別の

解消が重要であることに鑑み、障害を理由とする差別の解消の推進に寄与するよう努めな

ければならない。」とされています。 

それに伴い、小金井市地域自立支援協議会においては、小金井市らしい障がい者差別解

消の条例を制定するため、協議が重ねられてきました。 

小金井市では、市民に対して障がいのある人に関する正しい知識の啓発活動や理解促進

を通し、「障がい」に対する理解を深めるための取り組みを引き続き行っていきます。 

さらに、「心のバリアフリー」を実現し、障がいのある人もない人も住み慣れた地域で共

に暮らすようにするためには、幼児期からの福祉教育・交流教育が望まれます。 

小金井市では、積極的にこれらに向けた取り組みを行っていますが、今後は、すべての

ライフステージで障がいについて学ぶ機会や、障がいのある・なしに関わらず参加できる

交流の機会を多く設け、市民の参加を呼びかけていくことが必要です。 

 

２ 障がいのある人の社会参加に向けた自立の基盤づくり 

 

教育を受けることは、すべての児童生徒にとっての権利であり、本人の主体性や自主性

を尊重したものである必要があります。このような教育を進めるためには、インクルーシ

ブ教育システムの考え方のもと、専門機関との連携を図りながら一人ひとりの教育的ニー

ズに応じたきめ細やかな指導を行える体制を充実していくことが必要です。  
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障がいのある人に向けた雇用・就業環境の改善への取り組みについては、各種施策を推

進していますが、社会経済の影響等により依然として厳しい状況にあります。今後も、企

業等に対する障がいのある人の雇用や職域の拡大、職業訓練機会の確保、職場への定着フ

ォロー等の支援に向けた働きかけ等、障がいのある人の就業機会の拡大を図っていく必要

があります。 

また、心身の発達にかたよりや心配のある児童の相談が増加し、療育を必要とする児童

が増えています。このような状況に対応するため、小金井市児童発達支援センター「きら

り」の児童発達支援事業において、発達支援専門員による療育を必要としている児童とそ

の家族を対象とした、発達に応じた相談支援体制の構築やきめ細やかな療育支援を行って

います。 

すべての障がいのある人が尊厳を持ち、安心して希望を持った社会生活が営めるよう、

障がいのある人のニーズを十分に踏まえながら、多様な社会参加の機会づくりを促進して

いくことが必要です。 

 

３ 障がいのある人が安心して暮らしていくための仕組みづくり 

 

障がい者施策は平成１８年度に施行された「障害者自立支援法」に伴い、大きな変化を

迎えました。そして、国において平成２５年４月に「障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」が施行されました。 

障がいのある人が住み慣れた地域の中での生活を続けていくために、在宅福祉サービス

をはじめとする地域生活を支えるサービスが必要不可欠です。そのためには居住に関する

施策（グループホームをはじめとする地域移行に向けた住宅保障策）の充実をはじめ、医

療・リハビリ・在宅支援についてもきめ細かく対応する必要があります。それを支える相

談支援事業の果たす役割もますます重要になっており、さらなる充実が望まれます。 

「障害者基本法」の改正や「障害者総合支援法」の施行に伴い、難病患者も障がい者の

定義に位置づけられ、障害福祉サービスを受けることができるようになりましたが、治療

法が確立されていなく、日常生活に多くの困難や課題を抱える病気を持っていたとしても、

「障がい者」とは認められず支援を受けられない方がいる中で、その実態等の把握が充分

にはできていないことも課題です。 

障がいのある人や家族にとって、健康を維持することは日常生活を送る上で最も大切な

ことです。そのためには、地域で適切な医療を受けられる事は欠かせないことであり、急

性期や慢性期対応などにおいて、それぞれの医療機関の特性を活かした連携で効果的な医
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療を提供していくことは、地域の限られた医療資源の有効活用や永続的な医療体制の維持

にもつながります。 

この実現のためには、障がいのある人を含めた医療を受ける側の理解と協力に加え、地

域にある様々な医療機関の連携が必要ですが、特に重度心身障がい児に対する医療ケアに

ついては、体制確保が十分とはいえない状況です。また、発達障がいについても、相談支

援体制及び発達支援を行うためのネットワークの確立が求められています。 

さらに、医療を受けるための医療費助成については、精神障がい者への適用拡大に向け

て国、都の動向を注視しながら対応していく必要があります。 

今後も住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会

参加（就労）、教育や、地域のリハビリテーションに関わるサービス機関や団体をはじめと

した地域の助け合いが包括的に連携した地域包括ケアシステムの構築を目指していきなが

ら、発達障がいを含む障がいのある人に対し必要なサービスが十分提供できる体制及び家

族に向けた支援体制を整え、地域で安心して暮らせる体制を整えていくことが課題となっ

ています。 

 

４ 誰もが気持ちよく共に暮らせる環境づくり 

 

障がいのある人が地域で自立して生活していくためには、情報や移動手段等、参加する

ための手段の確保が必要です。また、あわせて障がいのある人を介助・支援する方へのケ

アの重要性も新たな検討課題といえます。 

小金井市では、庁舎をはじめ駅やバスなどの公共交通機関、各種公共施設でのスロープ

やエレベーターの設置など、すべての市民にとってやさしい建物やまちづくりを進めてい

ます。 

今後も、市民、民間企業等の理解や協力を得ながら、「バリアフリー」や「ユニバーサ

ルデザイン」を目指した福祉のまちづくりを推進していくことが必要です。 

また、障がいのある人は災害時において避難することや情報入手が難しいため、特に配

慮が必要です。災害などの緊急時における障がいのある人たちの安全確保を図るため、消

防署など関係機関や自主防災組織等と連携をとりながら、情報伝達や避難・誘導、避難所

での物資調達などの面でそれぞれの障がいに配慮した防災システムを整備していくこと

が課題です。 
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第３章 計画の理念と目標 

 

第１節 計画の理念（小金井市障がい者ビジョン） 

 

 小金井市における障がい者ビジョン（向かうべき方向）を次のように定め、ビジョンの実

現に向けた基本的方針の展開を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 施策推進の基本目標 

 
 障害者総合支援法に基づくサービス体系では、障がいの種別に関わらず、区市町村が障害

福祉サービスの提供の責務を負うよう一元化されています。 

小金井市では、障がいのある人の自立と社会参加を基本とする「障害者基本法」の理念に基

づき、障がい者ビジョンとして「ノーマライゼーション」、「リハビリテーション」の理念や

誰もが相互に人格と個性を尊重し、相互に理解し支え合い、共に暮らす「共生社会」の理念

のもとに、ビジョンの実現に向け次に掲げる基本的方針と市民アンケートの結果を反映し、

施策を推進します。 

 

 

 

 

          

     障がいのある人もない人も 

     それぞれが尊厳ある 

     ひとりの小金井市民として自立し、 

     住み慣れた地域で共に支え合いながら、 

     安心して暮らしていける 

     共生都市・小金井の実現 
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１ 市民一人ひとりの理解と交流を育む意識づくり 

 

障がいのある人が地域で安心して暮らしていくには、障がいに対する理解とともに地域

の中でお互いの顔が見える交流が必要です。これからの地域社会においては、それを構成

するすべての一般市民が互いに協力し、支え合うことによる地域福祉システムの確立が不

可欠です。 

こうした視点から、一般市民と行政との協働により、地域に住むすべての人（障がいの

ある人もない人も）が住みやすく暮らしやすい社会を築いていくため、障がい特性や障が

いのある人を理解し交流できる地域福祉に主体的に取り組むことができる意識づくりを推

進します。 

 

２ 障がいのある人の社会参加に向けた自立の基盤づくり 

 

障がいのある人自身が主体性・自立性をもって社会活動へ積極的に参加できるように、

一人ひとりの能力と意思が活かされるよう、障がいのある人自身の選択の幅を広げるなど、

本人の立場に立った主体性・自立性を尊重する自立の基盤づくりを目指します。 

また、心身の発達にかたよりや心配のある乳幼児を早期に発見し、早期療育・家庭支援

等、総合的な支援に取り組む発達支援事業を推進し、生涯にわたり一貫したサービスを受

けることのできる体制を整備します。 

 

３ 障がいのある人が安心して暮らしていくための仕組みづくり 

 

高齢化がますます進行する中で障がいのある人自身の高齢化だけではなく、その介護者

の高齢化と言った問題も深刻になってきています。こうした障がいのある人や介助者の高

齢化への対応という視点から、高齢者福祉施策等と連携した施策を推進します。 

また、障がいの発生時期や原因はさまざまであり、医療・保健との連携により疾病や障

がいを早期に発見し、適切な治療・リハビリテーションを行い、障がいの予防や軽減を行

います。 

発達障がいについては、乳幼児期からの各ライフステージに対応する一貫した支援体制

の構築を図り、個々の特性を踏まえた専門性の高い療育を身近な地域で受けられるように

施策を実施するなど、発達障がい者支援の一層の充実に向けて、関係部署と連携を取りな

がら取り組んでいきます。 

 



Ⅲ 障害者計画・第５期障害福祉計画                             

- 124 - 
 

障
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の
あ
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４ 誰もが気持ちよく共に暮らせる環境づくり 

 

障がいのある人が住みやすいと思えるまちをつくることは、すべての人が住みやすいと

思えるまちをつくることにつながります。障がいのある人を取り巻く物理的障壁・制度的

障壁・情報面の障壁・意識上の障壁を取り除き、自由に社会参加できるバリアフリーのま

ちづくりを推進し、障がいのある人にやさしいまちづくりを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者計画・障害福祉計画では、｢小金井しあわせプラン｣や｢小金井市保健福祉総合福祉

計画｣に基づく上記 4 つの柱に基づいた様々な施策を達成していく目標を掲げ、施策の推進

を図っていきます。

市
民
一
人
ひ
と
り
の 

理
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と
交
流
を
育
む
意
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づ
く
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が
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あ
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人
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の
仕
組
み
づ
く
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も
が
気
持
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共
に
暮
ら
せ
る
環
境
づ
く
り 

小金井市 障がい者ビジョン 

 

障がいのある人もない人も 

それぞれが尊厳ある 

ひとりの小金井市民として自立し、 

住み慣れた地域で共に支え合いながら、 

安心して暮らしていける 

共生都市・小金井の実現 
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第４章 施策の展開（具体的な取り組みの推進） 
 

第１節 障害者計画の施策の体系図 

 

 

 

障
が
い
の
あ
る
人
も
な
い
人
も
そ
れ
ぞ
れ
が
尊
厳
あ
る
ひ
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の
小
金
井
市
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と
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自
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し
、
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み
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地
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で
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も
に
支
え
合
い
な
が
ら
、
安
心
し
て
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ら
し
て
い
け
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共
生
都
市
・
小
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井
の
実
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【基本施策】 【基本理念】 【基本目標】 

１ 市民一人ひとりの理

解と交流を育む意識づく

り 

（１）広報・啓発活動 

２ 障がいのある人の社

会参加に向けた自立の基

盤づくり 

（１）障がい児保育・療育・教育 

（２）社会参加の促進 

（２）施設サービス 

３ 障がいのある人が安

心して暮らしていくため

の仕組みづくり 

（１）居宅生活支援 
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【施策】 【個別事業・取組】 

①障がい児保育・療育・教育の
充実 

特別支援教育の体制づくり／特別支援学校等への就学の
支援／特別支援教育の充実／特別支援を要する児童・生徒
への支援／教育助成金の支援／児童発達支援センター「き
らり」における事業の推進／障がい児保育の推進／障がい
児学童保育の充実／放課後活動の充実 

①広報・啓発活動 市民に対する啓発活動の推進／市職員の障がいのある人
に対する理解促進／福祉・人権教育の充実／障害者週間行
事の開催 

②支えあいのネットワーク 関係機関・団体のネットワーク化／サービス事業者の連携 

訪問系サービス事業（自立支援給付）／日中系サービス事
業（自立支援給付）／補装具費の給付（自立支援給付） 

①自立支援給付 

コミュニケーション支援事業（地域生活支援事業）／日常
生活用具費給付（地域生活支援事業）／移動支援事業（地
域生活支援事業）／日中一時支援事業（地域生活支援事業）
／訪問入浴サービス事業（地域生活支援事業） 

②地域生活支援事業 

精神障がい者デイサービス事業／重度脳性麻痺者介護事
業／心身障がい者介護人派遣事業／福祉電話貸与事業／
寝具乾燥サービス事業／配食サービス事業／パソコンの
活用支援 

③その他事業 

①施設サービスの充実 入所系サービス事業／通所系サービス事業 

就職活動の支援／市での障がい者雇用の拡大／市での職
場実習の受け入れの検討／福祉売店の充実／市の業務の
委託促進／障がい者雇用の促進／一般企業等の職場実習
の開拓／社会適応訓練の利用支援／契約における障がい
者雇用確保のための検討／中間的就労の場づくりの検討 

②多様な社会参加の機会づくり 障がいのある人の自立をめざす学習の充実／障がい者ス
ポーツの支援／車いす農園の充実／選挙投票への支援／
文化・スポーツ・レクリエーション活動への支援 

①雇用・就労の促進 
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３ 障がいのある人が安

心して暮らしていくため

の仕組みづくり 

（３）相談支援・情報提供体制 

（４）保健・医療 

（５）経済的支援 

（６）サービス利用に結びついてい

ない人への支援 

４ 誰もが気持ちよく共

に暮らせる環境づくり （２）住まいの確保・整備 

（３）心の健康 

（１）自由な移動の確保 

【基本施策】 【基本理念】 【基本目標】 
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【施策】 【個別事業・取組】 

①保健・医療の充実 医療・リハビリテーション相談の充実／療育相談／歯科相
談／障がいの早期発見・療育／障がい者健康診査／医師に
よる訪問健康診査／重度障がい者（児）・在宅難病患者へ
の訪問看護／精神保健医療相談／リハビリテーション体
制の整備 

②医療に対する助成 心身障害者（児）医療費の助成／自立支援医療の充実 

①サービス利用に結びついてい
ない人への支援 

高次脳機能障がいへの対応／障がい者手帳を持たない要
支援者への支援／サービス利用に結びついていない人に
対する支援策の制度化についての働きかけ／発達障がい
への対応 

①相談支援体制の充実 市の自立生活支援課の窓口／障害者地域自立生活支援セ
ンター／地域活動支援センター／障がい者相談員活動の
実施／ケアマネジメント（個別の支援計画）の拡充／ケア

マネジメント従事者（相談支援専門員）の養成 

②情報提供体制の充実 「障がい者福祉のてびき」の発行／「声の広報」の製作／
「声の議会だより」の製作／公共施設における情報提供／
幅広いコミュニケーションのできる職員の養成等／審議
会等への手話通訳者の配置／公的発行物への点字等整備
／点字図書の提供／対面朗読の実施／デイジー図書への
対応／音声媒体・テキストファイルによる情報提供／市の
ホームページでの情報提供 

①自由な移動の確保 タクシー代やガソリン費の助成／自動車教習費用の助成
／自動車改造費用助成／各種交通機関の運賃及び通行料

の割引／ハンディキャブ運行等の支援 

①住まいの確保・整備 グループホームの整備／市営住宅の優先申込／公的保証
人制度等の検討／公営住宅のバリアフリー化／重度身体
障害者（児）住宅設備改修／重度知的障害者（児）住宅設
備改修の検討／住宅相談の充実 

①こころの健康づくり こころの健康づくり（新規）／自殺予防に向けた取り組み
の推進（新規） 

障害基礎年金・特別障害給付金／特別障害者（児）手当の
支給／特別児童扶養手当の支給／東京都重度心身障害者
（児）手当の支給／児童育成手当（障がい）の支給／心身
障害者福祉手当の支給／難病者福祉手当の支給 

①手当等の支給 

障がい者（児）日常生活用具費の自己負担分の助成／診断
書料の助成 

②諸料金等の助成 

下水道料金の減免／軽自動車税の減免 ③料金などの減免 
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第２節 障がい者施策（事業）の展開について 
 

「障害者計画」は、中期・長期的視点から障がい者施策の方向性を定め、平成３５年度ま

でに達成していく事業を掲げ推進しています。本計画の見直しに際し、障がい者施策（事業）

の現状と今後の方向性は以下のとおりです。 

 

※ 施策の現状について、「達成」は事業内容の目的を達成することができたもの、「継続」

は事業内容を行っており、引続き継続していくもの、「廃止」は廃止したもの、「未実施」は

計画したものの実施できていないものを意味しています。 

※ 施策の今後の方向性について、「充実」は現状からさらに事業を充実させて推し進めて行

くもの、「継続」は現状から継続して同様に事業を進めて行くもの、「改善」は事業の現状か

らして、改善が求められるもの、「検討」は市の事業としてこのまま行うべきかの判断を要す

るものを意味しています。 

 

 

基本目標１ 市民一人ひとりの理解と交流を育む意識づくり 

 

 
 

 

① 広報・啓発活動の充実 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

市民に対する啓

発活動の推進 

障がいのある人が誤解や偏見等により社

会的不利を受けることがないよう市民に障

がい特性に関する啓発活動を推進し、「小金

井市障害者差別解消条例（障害のある人も

ない人も共に学び共に生きる社会をめざす

小金井市条例（仮））」の周知を促します。 

また、障がいのある人に対する理解促進

のため、今後も障害者週間のさらなる充実

を図り、出前講座などを活用した市民に対

する学習の場を提供するとともに、障がい

のある人との交流の場の提供を促進しま

す。 

講 座 や 学 習

会 等 の 市

報・ホームペ

ー ジ へ の 掲

載件数 

継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

 

 

 

基本施策（１） 広報・啓発活動 
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事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

２ 

市職員の障がい

のある人に対す

る理解促進 

市のすべての職員が、障がいがある人の

特性や合理的配慮の必要性について理解を

深めることができるよう職員課等と連携を

とりながら、引き続き管理職を含めた職員

研修を実施していきます。 

また、新入職員向けに、自立生活支援課

職員から、研修時に説明を行い、理解促進

を図っています。 

実施状況 継続 継続 

職 員

課・自立

生 活 支

援課 

３ 

福祉・人権教育

の充実 

小・中学校の教科や道徳の時間、総合的

な学習の時間の中で、バリアフリー、ユニ

バーサルデザイン、車椅子、点字、手話、

ブラインドサッカーなどの体験的な学習を

取り入れた福祉教育を推進します。 

また、特別支援学校との交流、地域に居

住する特別支援学校に在籍する児童・生徒

との交流、特別支援学級と通常の学級の交

流を通して福祉・人権教育の充実を図りま

す。 

福 祉 に 関 す

る 学 習 を 実

施 し た 学 校

数・障がいの

あ る 方 と の

交 流 を 実 施

した学校数 

継続 継続 

指 導

室・自立

生 活 支

援課 

４ 

障害者週間行事

の開催 

障害者週間をさらに広く周知していくた

め、市報や掲示板及び情報機器等を活用し、

また、市民の理解と関心を深めるためにも、

内容（講演・催し・作品展等）の見直し等

を図り、障がいのある人の社会参加への意

欲が高まるよう努めます。 

イ ベ ン ト 開

催回数・アン

ケ ー ト 回 収

数 

継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

 
 

② 支えあいのネットワーク 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

関係機関・団体

のネットワーク

化 

小金井市地域自立支援協議会を中心とし

て、今後も障がいのある人の支援に当たっ

ては、福祉・保健・医療・就労・教育等の

関係機関、障がい者団体、ボランティア・

ＮＰＯ団体等が緊密に連携できるように努

めます。 

また、困難事例対応やネットワークづく

りにも対応を図っていきます。 

地 域 自 立 支

援 協 議 会 実

施回数 

継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

２ 

サービス事業者

の連携 

市内のサービス提供事業者が、定期的に

集まる連絡会等を開催しています。今後も

各事業者のサービスの質の向上を図ること

を目的に、市が監督や指導を行いつつ一層

の支援をしていきます。 

連 絡 会 実 施

回数 
継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 
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 基本目標２ 障がいのある人の社会参加に向けた自立の基盤づくり 
 

 

 
 

① 障がい児保育・療育・教育の充実 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

特別支援教育の

体制づくり 

東京都が示している「東京都特別支援教

育推進計画（第二期）」を踏まえて、特別支

援教育研修会等の教員研修の充実、各校の

校内委員会の充実、小金井特別支援学校と

の連携強化等、特別支援教育の充実を図り

ます。 

特別支援教室の円滑な導入を行い、通常

の学級に在籍する発達障がいのある児童・

生徒が、障がいの状態に応じた必要な指

導・支援が受けられる体制の整備を推進し

ます。 

特 別 支 援 教

育 に 関 す る

研 修 の 実 施

回数 

継続 継続 

指 導

室・自立

生 活 支

援課 

２ 

特別支援学校等

への就学の支援 

児童・生徒の心身の障がいの状態や発達

の状況に応じて適切な教育を受けることが

できるよう、東京都の就学相談システムに

準じ就学相談を実施し、特別支援学校・特

別支援学級・通常学級（通級使用含む）の

就学に際して必要な支援を実施します。 

就 学 相 談 件

数 
継続 継続 学務課 

３ 

特別支援教育の

充実 

発達障がい等があり、集団生活に適応し

にくい児童・生徒が、在籍の学級で適切な

指導やサポートを受け、周りの子どもたち

と良好な関係が築けるよう支援します。ま

た、特別支援学級推進委員会を定期的に開

催し、特別支援教育に関する課題解決や内

容の充実を図るとともに、特別支援教育に

関する実践的・専門的な研修を実施し、特

別支援学級・通級指導学級・特別支援教室

を担当する教員の指導力の向上を図りま

す。 

通 級 指 導 学

級・特別支援

教 室 を 利 用

した児童・生

徒数 

継続 継続 指導室 

４ 

特別支援を要す

る児童・生徒へ

の支援 

特別支援学級在籍者の通学にあたって

は、小学校（1 年～3 年生対象）にスクー

ルバスを運行し、自力登校の小学校高学年

及び中学生には交通費を支給しています。

また、特別支援学級（知的）に在籍しスク

ールバスを利用していない児童・生徒に対

し、GPS を貸与しています。 

ス ク ー ル バ

ス 運 行 台

数・ＧＰＳ件

数・交通費 

継続 継続 学務課 

５ 

教育助成金の支

援 

教育助成金は就学猶予免除者に対するも

ので、支給を通じて学校へ行くことが困難

で自宅学習している児童・生徒を支援しま

す。 

教 育 助 成 金

受給人数 
継続 継続 学務課 

基本施策（１） 障がい児保育・療育・教育 
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事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

６ 

児童発達支援セ

ンター「きらり」

における事業の

推進 

児童発達支援センター「きらり」は児童

発達支援事業、放課後等デイサービス事業、

保育所等訪問支援事業、相談支援事業、外

来訓練事業及び親子通園事業等を実施し、

０歳から１８歳未満までの心身の発達にお

いて特別な配慮が必要な児童並びにその家

族に対し必要な支援を行います。 

また、地域への支援として講演会並びに

研修会等を開催し、発達に関する知識の普

及啓発にも努めます。 

通所人数 継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

７ 

障がい児保育の

推進 

障がい児保育受入枠及び障がい児保育対

象年齢の拡充、障がい児保育の保育時間の

延長、通常保育を実施している中で、障が

いや心身の発達にかたよりや心配のある子

どもに対する支援を実施しています。 

障 が い 児 保

育 受 け 入 れ

園数 

達成 継続 保育課 

８ 

障がい児学童保

育の充実 

平成２７年度から障がいのある児童の受

入上限数を撤廃し、受入環境の向上を図り

ました。 

また、現在小学校 4 年生までとしている

受入学年については、拡充を検討します。 

巡回相談は、担当の指導員による学期に

１回の実施を継続し、今後も関係各所との

連携を図りながら、適切な保育に努めてま

いります。 

入 所 申 請 件

数 に 対 す る

受入割合 

継続 継続 
児 童 青

少年課 

９ 

放課後活動の充

実 

心身の発達において特別な配慮が必要な

学齢児の放課後活動の場として、民間事業

所のみならず児童発達支援センターにおい

ても放課後等デイサービス事業を実施して

います。利用希望者及び事業所ともに増加

しておりますが、サービスの質を確保しつ

つ、供給量を増やせるよう推進していきま

す。 

放 課 後 デ イ

サ ー ビ ス 利

用 者 数 等 ⇒

障 害 福 祉 計

画 

継続 改善 

自 立 生

活 支 援

課 

 
 

 
 
 
 

さくらシート 

市では、特別な配慮が必要な方などが、生涯にわたって、安全で

安心した生活を送れるように、健康や生活の様子を記録していただ

くための「さくらシート」を作成しています。 

市のホームページからもダウンロードできます。 

また、厚生労働省でもさくらシートのような「サポートファイル」

の作成が検討されています。 

ＣＯＬＵＭＮ コラム欄 
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① 雇用・就労の促進 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

就職活動の支援 

障害者就労支援センターでは、相談件数

や就労件数が増加傾向にあります。 

今後は、就労の地域開拓の一層の促進や

ハローワークなどの関係機関と連携をとり

つつ、障がい者就労支援の拡大に努めます。 

また、手帳を取得できない何らかの支援

が必要な人についても就労支援に関するニ

ーズを把握し、適切な就労支援の在り方に

ついて検討していきます。 

相談件数・就

労人数 
継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

２ 

市での障がい者

雇用の拡大 

現在、市の障がい者雇用の状況は法定雇

用率は満たしているものの、職員採用試験

での採用枠は多くはありません。障がいの

ある人が市職員として働くことができるよ

う、職場環境の整備に努めるとともに、積

極的に採用していくことを検討します。 

採用数（又は

職 員 数 に 占

める割合） 

継続 継続 職員課 

３ 

市での職場実習

の受け入れの検

討 

市役所での職場実習については定期的に

行っていますが、今後は、庁内の各職場に

実習生が配置できるよう、仕事の洗い出し

や職員の意識をさらに高めていく必要があ

ります。障がいのある人の職場実習を受け

入れる体制を整備し、一般就労への移行を

支援します。 

職 場 実 習 件

数、参加人数

等 

継続 継続 

職 員

課・自立

生 活 支

援課・関

係各課 

４ 

福祉売店の充実 

現在、栗山公園健康運動センター、障害

者福祉センター、貫井北センターにおいて

福祉売店を展開し就労支援に努めています

が、今後も販売経路の確保について検討し

ていきます。 

売店数（作品

や 製 品 を 置

い て く れ る

場所） 

継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課・関係

各課 

５ 

市の業務の委託

促進 

現在市では、障がい関係事業所に公園や

トイレ清掃等の業務委託をしていますが、

障がい関係事業所に対して優先的に業務委

託するかどうかは、各部署の裁量にゆだね

られています。障がいのある人の福祉的就

労の場の充実を図るため、市の業務の委託

を促進できるよう、国等による障害者就労

施設等からの物品調達の推進等に関する法

律の趣旨に鑑み、全庁的な取り組みに努め

ます。 

契約件数・金

額 
継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課・関係

各課 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本施策（２） 社会参加の促進 
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事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

６ 

障がい者雇用の

促進 

障害者就労支援センターが中心となり、

ハローワーク等関係機関と連携をとりつつ

障がい者雇用の促進に取り組みます。 

また、地域開拓促進コーディネーターや

就労支援・生活支援コーディネーターを設

置し、地域雇用の掘り起こしや生活支援も

あわせて行い、働きやすい環境づくりを目

指します。 

相談件数・コ

ー デ ィ ネ ー

ト件数 

継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

７ 

一般企業等の職

場実習の開拓 

一般企業や福祉関連施設等に対しても、

障がいのある人への理解・協力を求め、職

場実習を行ってもらえるよう障害者就労支

援センターを中心に働きかけを行っていき

ます。 

企 業 相 談 件

数・企業対応

件数・コーデ

ィ ネ ー ト 件

数 

継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

８ 

社会適応訓練の

利用支援 

精神に障がいのある人が事業所における

訓練を通じて、社会生活に必要な能力を高

め、自立することができるよう、東京都が

実施する社会適応訓練事業などについて、

利用に関する相談・情報提供に努めます。 

社 会 適 応 訓

練 事 業 参 加

者数・相談件

数・周知件数 

継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

９ 

契約における障

がい者雇用確保

のための検討 

障がいのある人の雇用確保のため、市の

業務契約における障がい関係事業所への随

意契約の拡充を図るとともに、障がい者雇

用企業等を優遇できるよう検討します。 

契約件数・金

額 
継続 継続 管財課 

10 

中間的就労の場

づくりの検討 

障害者総合支援法では中間的就労の場と

して、就労移行支援、就労継続支援Ａ型及

びＢ型事業が制度化されています。多くの

障がいのある人が一般就労につながるよう

障害者就労支援センターやハローワーク

等、労働関係機関と協力連携し、一般就労

への移行支援及び移行後のフォローアップ

支援を積極的に行う事業所の確保に努めま

す。 

就 労 移 行 支

援、就労継続

支 援 Ａ 型 及

び Ｂ 型 事 業

事業所数 

継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 
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② 多様な社会参加の機会づくり 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

障がいのある人

の自立をめざす

学習の充実 

障がいのある人が自立した生活を送るこ

とができるよう、知識・技術を習得できる

場を提供します。出前講座による講師派

遣・パソコン教室の開催、公民館で行って

いる青年学級の開催など、学習の場の設定

や情報提供に努めます。 

公 民 館 等 の

出 前 講 座 件

数、センター

GP でのパソ

コ ン 講 座 の

回数 

継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課・関係

各課 

２ 

障がい者スポー

ツの支援 

スポーツ教室事業の中で障がいのある人

を対象に、水泳教室を開くなどスポーツ活

動の充実に努めています。 

今後もスポーツ教室の回数を増やすな

ど、障がいのある人が気軽に参加できるス

ポーツ活動の充実に努めます。 

ス ポ ー ツ 教

室 の 回 数 及

び参加人数 

継続 充実 
生 涯 学

習課 

３ 

車いす農園の充

実 

車いす区画を設置していた「ひがし市民

農園」が平成２８年 3 月末日をもって閉園

となりました。今後については、都市農業

振興基本法の基本理念を踏まえ障がいのあ

る人が利用しやすい区画の設置を検討して

いきます。 

障 が い の あ

る 人 が 利 用

し や す い 区

画 の 設 置 検

討 

廃止 検討 経済課 

４ 

選挙投票への支

援 

障がいのある人が期日前投票や代理、点

字投票等を支障なく行えるように努めま

す。また、視覚障がい者に対する投票案内

方法等について、個人情報保護に十分配慮

し、選挙管理委員会で協議していきます。 

実施状況 達成 充実 

選 挙 管

理 委 員

会 

５ 

文 化 ・ ス ポ ー

ツ・レクリエー

ション活動への

支援 

土曜日等に、障がいのある児童・生徒を

対象に、文化・スポーツ・レクリエーショ

ン活動事業を実施し、豊かで充実した地域

活動の促進を図ります。 

文化・スポー

ツ・レクリエ

ー シ ョ ン 活

動 事 業 の 参

加人数 

継続 充実 
生 涯 学

習課 
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基本目標３ 障がいのある人が安心して暮らしていくための仕組みづくり 
 

 

 

① 自立支援給付 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

訪問系サービス

事業（自立支援

給付） 

訪問系サービス事業には、居宅介護（ホ

ームヘルプサービス）、重度訪問介護、同行

援護、行動援護、重度障害者等包括支援な

どがあります。居宅介護は在宅生活を送る

上で基本となるサービスです。そこで、身

体介護・家事援助・通院等介助についてサ

ービスの質的・量的な充実を図るとともに、

制度の適正を維持し、啓発に努めます。 

障害者総合支援法に基づき、東京都の指

定を受けた事業所が適正なサービスを利用

者に対して提供ができているか、監督体制

を強化していきます。 

訪 問 系 サ ー

ビ ス 事 業 所

数 ⇒ 障 害 福

祉計画 

継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

２ 

日中系サービス

事業（自立支援

給付） 

日中系サービス事業には、生活介護、自

立訓練、就労移行支援、就労継続支援、療

養介護、短期入所などがあり、ひとつない

し複数の事業を利用することができます。

児童デイサービスについては、制度改正に

より 24 年度から児童福祉法の児童発達支

援に再編され、障がい児が身近な地域で支

援を受けられる体制になりました。 

日 中 系 サ ー

ビ ス 事 業 所

数 ⇒ 障 害 福

祉計画 

継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

３ 

補装具費の給付

（ 自 立 支 援 給

付） 

身体に障がいのある人への補装具費の支

給を行います。身体障がい者（児)の仕事、

及びその他日常生活の能率向上を図ること

を目的としており、必要不可欠なものとな

っています。東京都の判定が必要なものや

区市町村が判断し支給できるものがありま

す。 

補 装 具 費 支

給件数 
継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

 
 
 

基本施策（１） 居宅生活支援 
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② 地域生活支援事業 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

コミュニケーシ

ョ ン 支 援 事 業

（地域生活支援

事業） 

聴覚障がい者等の社会生活上の円滑なコ

ミュニケーションが確保できるよう手話通

訳者や要約筆記者の派遣を行っています。

利用者が限定されている現状にあり、より

一層の事業の周知徹底に努めます。 

派 遣 回 数 ⇒

障 害 福 祉 計

画 

継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

２ 

日常生活用具費

給付（地域生活

支援事業） 

障がいのある人への日常生活を容易にす

ることを目的として日常生活用具費の支給

を行います。技術革新などによって種目が

ニーズに合わなくなっているものもあり、

随時見直しが必要です。難病者に対しても

給付を実施していますが、周知不足からか

利用が少ない現状です。今後は周知徹底に

努めます。 

利 用 件 数 ⇒

障 害 福 祉 計

画 

継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

３ 

移 動 支 援 事 業

（地域生活支援

事業） 

屋外での移動が困難な障がいのある人に

ついて、社会生活上必要な外出や余暇活動

及び社会参加を目的とした外出のための支

援を行います。利用者からは通勤、通所、

通学の対象化や、また長期休暇期間の支給

時間増の要望等があり今後も国の動向を注

視し検討していきます。 

利 用 件 数 ⇒

障 害 福 祉 計

画 

継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

４ 

日中一時支援事

業（地域生活支

援事業） 

障がいのある人の日中活動の場を提供す

るとともに、家族のための就労支援やレス

パイトを行います。市内で日中一時支援事

業を行っている事業所は、桜町児童ショー

トステイと障害者福祉センターの２箇所し

かなく、ニーズに応じた新たな事業所の参

入促進を進めるよう努めます。 

利 用 件 数 ⇒

障 害 福 祉 計

画 

継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

５ 

訪問入浴サービ

ス事業（地域生

活支援事業） 

家庭での入浴が困難な重度の身体に障が

いのある人に、入浴巡回車を派遣し組立式

浴槽を使って在宅での入浴介助を実施しま

す。年間５人程度の利用を見込んでいます。 

利 用 件 数 ⇒

障 害 福 祉 計

画 

継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

 
 



                        第４章 施策の展開（具体的な取り組みの推進） 

 
 

- 139 - 

 

③ その他事業 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

精神障がい者デ

イサービス事業 

回復途上にある精神に障がいのある人が

対人関係や日常生活に必要な技術を習得

し、社会復帰、社会参加することができる

よう支援を行います。主に栗山公園健康運

動センターを実施場所とし、利用者のニー

ズに応じたプログラムを展開しています。 

件数 継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

２ 

重度脳性麻痺者

介護事業 

20 歳以上の重度脳性麻痺者が介護を受

けることにより、生活圏の拡大を図るとと

もに、重度脳性麻痺者の福祉の増進が図ら

れることを目的としています。東京都助成

分に市上乗せ分をあわせて助成を行ってい

ます。 

利用件数 継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

３ 

心身障がい者介

護人派遣事業 

在宅の障がい者を介護している保護者

が、疾病等の理由により家庭での介護が困

難になった場合、市に登録した介護人を派

遣します。障害者総合支援法における代替

サービスが確立されていることを踏まえ、

事業の縮小、廃止を検討する必要がありま

す。 

利用件数 継続 検討 

自 立 生

活 支 援

課 

４ 

福祉電話貸与事

業 

外出困難な重度身体障がい者に対し、電

話機を貸与するとともに電話料金を助成し

ます。携帯電話等の普及に伴い、現状での

利用者は少数となっており事業の縮小、廃

止を検討する必要があります。 

利用件数 継続 検討 

自 立 生

活 支 援

課 

５ 

寝具乾燥サービ

ス事業 

寝具乾燥が困難な障がい者に対し、寝具

乾燥車により寝具乾燥を行います。現状で

の利用者は少人数となっており、周知徹底

を図りつつ、事業の縮小、廃止を検討する

必要があります。 

利用件数 継続 検討 

自 立 生

活 支 援

課 

６ 

配食サービス事

業 

在宅の精神障がい者に配食サービス事業

を提供することにより、その自立と食生活

の質の確保を図り、あわせて安否の確認を

行うことを目的として行っています。 

利用件数 継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

７ 

パソコンの活用

支援 

現在、障害者福祉センターでパソコン講

座の開催をしていますが、民間団体の支援

までに至っていません。今後は、障がいの

ある人のパソコン活用に関する民間団体の

支援を検討します。 

講 座 開 催 回

数 
継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 
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① 施設サービスの充実 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

入所系サービス

事業 

居住系サービス事業には、施設入所支

援・介護サービスを含む共同生活援助（グ

ループホーム）がありますが、市内には入

所施設がないため、施設での生活を余儀な

くされている人は他市の入所施設を利用し

ているのが現状です。 

障がいのある人の地域移行が求められる

中、グループホームなどの居住環境の整

備・充実を進めていきます。 

グ ル ー プ ホ

ー ム 数 ⇒ 障

害福祉計画 

継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

２ 

通所系サービス

事業 

通所系サービス事業には、療養介護、生

活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、

就労移行支援、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）

がありますが、市内には利用希望が高い知

的障がい者が通う生活介護事業所が不足し

ており、充実していく必要があります。 

また、国が求める就労移行、就労継続支

援Ａ型事業所の拡充など障がいのある人の

就労支援の抜本的強化も求められていま

す。 

通 所 系 サ ー

ビ ス 事 業 数

⇒ 障 害 福 祉

計画 

継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

 
 

基本施策（２） 施設サービス 
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① 相談支援体制の充実 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

市の自立生活支

援課の窓口 

自立生活支援課では、３障がいあわせた

相談支援を行っています。窓口では保健師

２名、精神保健福祉士を４名配置し、専門

的な相談等に対応しています。 

また、市ホームページ上から相談メール

を送ることができ、迅速な対応をするよう

努めています。 

職 員 配 置 状

況 
継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

２ 

障害者地域自立

生活支援センタ

ー 

障害者地域自立生活支援センターでは、

相談専門員やピアカウンセラーによるきめ

細かい相談支援を行っています。今後は虐

待や権利擁護を含めた障がいのある人の生

活全般に関わる相談にも対応できるよう、

障害者地域自立生活支援センターの機能の

さらなる充実に努めます。 

相談件数 継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

３ 

地域活動支援セ

ンター 

地域活動支援センターでは、きめ細かい

相談に基づき、利用者の社会参加の促進を

図るため、ニーズに応じたプログラムを展

開し、社会適応訓練や日常生活支援、地域

交流活動等を実施しています。事業内容や

職員配置等によってⅠ～Ⅲ型までの類型が

あります。 

相談件数 継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

４ 

障がい者相談員

活動の実施 

障がいのある人やその家族が自己の経験

に基づいて、障がいのある人等の相談（ピ

アカウンセリング）を行います。さまざま

な相談内容や相談者に対応でき福祉制度等

に精通した相談員が必要であるため、研修

や情報交換等を行い相談員のスキルアップ

に努めます。 

ピ ア カ ウ ン

セ リ ン グ の

件数 

継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

５ 

ケアマネジメン

ト（個別の支援

計画）の拡充 

指定特定相談支援事業者は、障がいのあ

る人の必要性に応じてサービス利用計画を

作成するサービス（計画相談支援）を提供

し、作成費を市に請求することができます。

法改正によりサービス利用計画の提出が義

務付けられたことから、計画相談支援を利

用する人は増加してきています。さらなる

利用者拡大のためには、指定特定相談支援

事業所の拡充が必要です。 

指 定 特 定 相

談 支 援 事 業

所数 

継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

 
 
 
 
 
 
 
 

基本施策（３） 相談支援・情報提供体制 
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事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

６ 

ケアマネジメン

ト従事者（相談

支援専門員）の

養成 

障害者総合支援法では自立支援給付にサ

ービス利用計画作成費が位置づけられてお

り、ケアマネジメントが制度化されていま

す。今後もサービス利用計画作成対象者が

拡大され需要が増加することが見込まれる

ため、東京都と連携しながらケアマネジメ

ント従事者（相談支援専門員）の養成に努

めます。 

ケ ア マ ネ ジ

メ ン ト 従 事

者（相談支援

専門員）数 

継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

 
 

② 情報提供体制の充実 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

「障がい者福祉

のてびき」の発

行 

最新の情報提供のため２年に１回の大幅

な内容変更と、その他随時細かい内容変更

に対応しています。また、市ホームページ

上でも閲覧できるようになっています。今

後も障がい者福祉施策に関わる制度全般に

ついて網羅した「障がい者福祉のてびき」

の情報を更新し、情報を必要とする人に広

く提供できるように努めます。 

ホ ー ム ペ ー

ジ 掲 載 （ 更

新）回数 

継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

２ 

「声の広報」の

製作 

電話による案内・市報掲載等により、「声

の広報」（デイジーCD、オーディオ CD、

市 HP に掲載による広報）の普及に努めま

す。声の広報は「対面朗読の会」の協力に

より録音しており、平成２９年 5 月現在、

17 人の利用者がいます。今後も更なる利用

促進に努めます。 

利用者数 達成 充実 
広 報 秘

書課 

３ 

「声の議会だよ

り」の製作 

市議会定例会または臨時会開催後に発行

される「こがねい市議会だより」を市内の

ボランティアグループの方がデイジーＣD

等に収録し、「声の議会だより」として視覚

障がい者へ郵送しています。 

今後も周知徹底により、より多くの人に

利用してもらうよう努めます。 

利用者数 継続 継続 
議 会 事

務局 

４ 

公共施設におけ

る情報提供 

身近なところで情報を入手できるよう、

行政や民間団体が提供するサービスや催し

物に関する冊子やパンフレットを市役所庁

舎はもちろんのこと、保健センター、障害

者福祉センター、図書館等、障がいのある

人が随時訪れる場所で欲しい情報が得られ

るよう努めます。 

実施状況 継続 継続 

広 報 秘

書課・自

立 生 活

支 援

課・関係

各課 
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事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

５ 

幅広いコミュニ

ケーションので

きる職員の養成

等 

現在、手話のできる職員については、自

発的に取り組んでいただくものとして、有

志による自主研修の形で行っています。今

後は職員課等とも調整しながら、聴覚障が

い者の申請手続き等の支援を行うため、手

話だけでなく、筆談の研修などを行うなど、

総合的な窓口対応向上について検討してい

きます。 

実施状況 
未 実

施 
改善 

職 員

課・自立

生 活 支

援課 

６ 

審議会等への手

話通訳者の配置 

市民参加条例の理念から、聴覚障がい者

も傍聴可能な会議を傍聴できるようほとん

どの課において手話通訳を配置するよう努

めています。 

今後も公的で傍聴可能なすべての会議に

ついて、手話通訳者を配置するよう努めま

す。 

件数 継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課・関係

各課 

７ 

公的発行物への

点字等整備 

公的に発行された印刷物について、視覚

障がい者には点字やＳＰコード付随の文書

を個別に送付しています。今後は活字読み

上げ装置の公共施設等設置の充実を目指し

ます。 

件数 継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

８ 

点字図書の提供 

定期的に点字図書の供給をしています

が、利用が少ないため利用者への周知に努

め、サービスの普及を進めます。 

点 字 図 書 の

件数 
継続 継続 図書館 

９ 

対面朗読の実施 

対面朗読の充実を図るとともに、幅広い

利用者への周知ができるよう努めます。 

対 面 朗 読 室

の利用件数 
継続 継続 図書館 

10 

デイジー図書へ

の対応 

「対面朗読の会」の協力により、デイジ

ー図書を作成しています。今後、既存テー

プのデイジー化や、利用者へのデイジー機

器の貸し出し、他区市町村との協力を行う

ことで、デイジー図書のさらなる充実に努

めていきます。 

デ イ ジ ー 図

書 の 蔵 書 数

及び貸出数 

継続 継続 図書館 

11 

音声媒体・テキ

ストファイルに

よる情報提供 

視覚障がい者の情報入手を支援するた

め、印刷物の情報をデイジーＣＤ等の音声

媒体やテキストファイル（パソコンの音声

変換ソフトを使用し、情報を入手できるよ

うにするため）で提供します。市ホームペ

ージや市報、議会だより等対応しています

が、今後も必要なものに関して提供できる

よう努めます。 

件数 継続 継続 

議 会 事

務局・広

報 秘 書

課・図書

館・自立

生 活 支

援課・関

係各課 

12 

市のホームペー

ジでの情報提供 

インターネットを活用することにより、

誰もが容易に情報を入手できるようホーム

ページ機能（申請書のダウンロード、検索

機能など）の使い易さの向上に努めます。 

実施状況 継続 継続 

情 報 シ

ス テ ム

課 
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① 保健・医療の充実 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

医療・リハビリ

テーション相談

の充実 

障がいのある人が適切な医療やリハビリ

テーションを受けることができるよう医療

機関窓口や市内の医師会、歯科医師会等と

連携しながら相談支援します｡ 

また、医療的ケアが必要な障がいのある

人の支援については、人材の配置や体制づ

くりを国や東京都に要望し、市としても検

討していきます。 

実施状況 継続 継続 

健 康

課・自立

生 活 支

援課 

２ 

療育相談 

障がいのある児童や、疾病により長期に

療養を要する児童を対象に、専門員による

相談や指導を行います。また、自主グルー

プの支援や講演会を実施します。 

相談件数か、

連 携 会 議 の

件数 

継続 継続 

保 健

所・自立

生 活 支

援課 

３ 

歯科相談 

かかりつけ歯科医がいない方に対して、

歯科医師会と連携して、かかりつけ医の紹

介を行っています。また、障がい者（児）

の施設において、口腔健康維持のためのア

ドバイスを行っていきます。 

相談件数・対

応件数 
継続 継続 

健 康

課・自立

生 活 支

援課 

４ 

障がいの早期発

見・療育 

各種の乳幼児健康診査や保健相談等の中

で障がいを早期発見し、その障がいにあっ

た適切な支援を行い、障がいの早期発見・

療育ができるよう、母子への健康診査と保

健指導の充実に努めます。 

乳 幼 児 経 過

観 察 健 康 診

査、乳幼児発

達健康診査、

1歳6か月経

過 観 察 健 康

診査（心理）、

3歳児経過観

察 健 康 診 査

（心理）の人

数 

達成 継続 

健 康

課・自立

生 活 支

援課 

５ 

障がい者健康診

査 

16～39 歳の障がいのある人を対象に集

団方式で健康診査を実施しています。必要

に応じて、内容について適宜検討しながら、

引き続き、保健センターで集団健康診査を

行っていきます。 

健 康 診 査 件

数 
継続 継続 健康課 

６ 

医師による訪問

健康診査 

小金井市の国民健康保険、後期高齢者医

療の被保険者であり、40 歳以上の在宅重度

障がい者は、希望により家庭に医師が訪問

し、健診を行います。 

件数 達成 充実 
保 険 年

金課 

 

 

 
 

基本施策（４） 保健・医療 
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事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

７ 

重 度 障 が い 者

（児）・在宅難病

患者への訪問看

護 

保健所において、保健師や看護師が訪問

し、看護及び相談・助言などを行っていま

す。医療依存度の高い重度障がい者（児）

が増えており、医療・保健・福祉・教育の

ネットワークによる支援が今後ますます重

要になっています。 

件数 継続 継続 保健所 

８ 

精神保健医療相

談 

保健所では未治療・治療中断、対応困難

ケースの相談や、アルコール・思春期など

の専門的相談を中心に相談・助言・支援を

行っています。専門医による相談・指導と

ともに関係機関と連携しながら実施しま

す。 

相談件数・対

応件数 
継続 継続 

保 健

所・自立

生 活 支

援課 

９ 

リハビリテーシ

ョン体制の整備 

障害者福祉センターで、障害者総合支援

法に基づく自立訓練（機能訓練）を行って

います。障がいに起因する多様なニーズに

応じたリハビリテーションが受けられるこ

とを周知し、利用者がより使いやすい機能

を持たせていきます。 

利用件数 継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

 
 

② 医療に対する助成 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

心身障害者（児）

医療費の助成 

国民健康保険や組合健康保険などの公的

な医療保険に加入している一定の障がいの

ある人に対して、医療機関に支払う自己負

担金の助成を行います。 

利用件数 継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

２ 

自立支援医療の

充実 

障害者総合支援法においても引き続き、

育成医療・更生医療・通院医療費公費負担

制度は自立支援医療となります。原則 1 割

負担ですが、所得等に応じて負担軽減策を

講じています。 

利用件数 継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 
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① 手当等の支給 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

障害基礎年金・

特別障害給付金 

障害年金の制度について相談者にわかり

やすく説明をし、受給につなげられるよう

相談体制の充実を図ります。 

相談件数・請

求件数 
達成 継続 

保 険 年

金課 

２ 

特別障害者（児）

手当の支給 

在宅の重度障がい者（児）で、日常生活

において常時介護を必要とする方に手当を

支給します。（国制度） 

支給件数 継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

３ 

特別児童扶養手

当の支給 

20 歳未満で、知的または身体に中度以上

の障がいのある児童を扶養する父母または

養育者に対して手当を支給します。（国制

度） 

支給件数 継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

４ 

東京都重度心身

障害者（児）手

当の支給 

在宅で、著しく重度の知的または身体障

がい者（児）に対して手当を支給します。 
支給件数 継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

５ 

児 童 育 成 手 当

（障がい）の支

給 

20 歳未満で、知的または身体に重度の障

がいがある児童を扶養する父母又は養育者

に対して手当を支給します。 

支給件数 継続 継続 
子 育 て

支援課 

６ 

心身障害者福祉

手当の支給 

身体障がい者手帳、愛の手帳所持者、脳

性まひまたは進行性筋委縮症の方に障がい

の程度等に応じ手当を支給します。 

支給件数 継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

７ 

難病者福祉手当

の支給 

原因が不明確で治療方法が未確立な指定

された疾病のため、現在治療を受けている

方に手当を支給します。 

支給件数 継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

 
 

基本施策（５） 経済的支援 
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② 諸料金等の助成 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

障がい者（児）

日常生活用具費

の自己負担分の

助成 

日常生活用具費（排泄管理支援用具）の

交付に要した自己負担分の一部を市が助成

します。 

助成件数 継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

２ 

診断書料の助成 

身体障がい者手帳、愛の手帳及び精神障

がい者保健福祉手帳申請のための診断書料

に対して、3,000 円を限度として助成を行

います。 

助成件数 継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

 
 
 

③ 料金等の減免 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

下水道料金の減

免 

身体障がい者手帳または愛の手帳を所持

する方がいる世帯で、市民税所得割が非課

税の世帯に対して下水道料金の減免を行い

ます。 

減免件数 継続 継続 
下 水 道

課 

２ 

軽自動車税の減

免 

身体障がい者手帳、愛の手帳または精神

障がい者保健福祉手帳を所持する方の移動

のために使用する軽自動車で、一定の条件

を満たす場合に軽自動車税を減免します。 

申請件数、減

免決定件数 
達成 継続 

市 民 税

課 
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① サービス利用に結びついていない人への支援 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

高次脳機能障が

いへの対応 

高次脳機能障がいの方やそのご家族に対

して、障がい福祉サービスなどの相談を窓

口で受けています。適切なサービスに繋げ

られるよう努めます。 

相談件数・対

応件数 
継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

２ 

障がい者手帳を

持たない要支援

者への支援 

発達障がいや高次脳機能障がいのある人

は、手帳を所持しているか否かにかかわら

ず、障害者総合支援法に基づく給付の対象

となり、支援を必要とする方に対し、必要

なサービスを提供します。また、障がい者

支援に係る人を対象に研修等を実施し、難

病、高次脳機能障がい、発達障がい等に関

する知識の普及に努めるとともに､こうし

た障がいに関する専門的知識を有する人材

の育成に努めます。 

研修回数 継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

３ 

サービス利用に

結びついていな

い人に対する支

援策の制度化に

ついての働きか

け 

サービス利用に結びついていない難病

や、軽・中度の視覚・聴覚障がい者など制

度の谷間にある人に対する支援策が、早期

に確立、制度化されるように、国や東京都

に働きかけを行っています。 

国・都等への

要望件数（回

数） 

継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

４ 

発達障がいへの

対応 

発達障がい者支援の一層の充実にむけ、

相談支援体制を構築するとともに、発達障

がいに関する広報や啓発に努め、関係部署

との連携により施策を推進します。また、

地域の身近な場所で必要な支援を受けるこ

とができるよう発達支援事業の整備を行

い、関係機関との連携を図っています。 

小 金 井 市 障

害 者 地 域 自

立 生 活 支 援

セ ン タ ー 相

談件数 

継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課・関係

各課 

 
 
 

基本施策（６） サービス利用に結びついていない人への支援 
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基本目標４ 誰もが気持ちよく共に暮らせる環境づくり 
 

 

 

 

① 自由な移動の確保 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

タクシー代やガ

ソリン費の助成 

通院や買い物など、日常生活の移動の助

けとなるよう、タクシー代やガソリン費助

成の利用の促進を図ります。 

助成件数 継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

２ 

自動車教習費用

の助成 

障がいのある人の自立生活を支援するた

め、自動車運転免許を取得する費用の一部

を助成します。 

助成件数 継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

３ 

自動車改造費用

助成 

身体に障がいのある人が運転できるよう

自動車を改造する際に、その改造費用の一

部を助成します。 

助成件数 継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

４ 

各種交通機関の

運賃及び通行料

の割引 

現在、都営交通、民営バスについては、

精神障がい者も割引の対象になっています

が、その他についても割引の対象となるよ

う国や東京都に働きかけています。 

件数 継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

５ 

ハンディキャブ

運行等の支援 

通院や買い物など、日常生活の移動の助

けとなるハンディキャブ運行等を行う民間

団体を支援するための補助金の交付を行い

ます。 

ハ ン デ ィ サ

ポ ー ト こ が

ねいの状況 

継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

基本施策（１） 自由な移動の確保 
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① 住まいの確保・整備 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

グループホーム

の整備 

中・長期的な展望のもとに障がいのある

人の居住に関する需要を把握し、その動向

を見極めながら、グループホームの導入促

進を行います。また、障がいのある人が独

立して地域生活を送れるための多様な住宅

の確保の在り方について調査・検討し、地

域生活に必要な居住環境の確保に努めま

す。 

グ ル ー プ ホ

ー ム 数 ⇒ 障

害福祉計画 

継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

２ 

市営住宅の優先

申込 

車いすを利用する方が入所できるようス

ロープを設置している市営住宅について

は、障がいのある人等が優先的に入居でき

るようにしています。 

今後も障がいのある人、障がいのある人

と同居の親族に対して、市営住宅へ優先的

に入居できるよう配慮します。 

市 営 住 宅 

車 椅 子 専 用

住戸  

達成 充実 

ま ち づ

く り 推

進課 

３ 

公的保証人制度

等の検討 

障がいのある人が賃貸住宅の賃貸契約を

行う際に、公的機関等が保証人となる保証

人制度の導入について検討します。また、

住宅入居等支援事業の導入についてもあわ

せて検討します。今後は、一般財団法人な

どで保証人を請け負う制度もあるため、そ

の活用も含め、ニーズを見ながら検討して

いきます。 

実施状況 
未 実

施 
改善 

自 立 生

活 支 援

課 

４ 

公営住宅のバリ

アフリー化 

公営住宅の建替え等にあたっては、公営

住宅に住む障がいのある人が生活しやすく

なるよう、公営住宅のバリアフリー化を推

進します。 

市 営 住 宅 

車 椅 子 専 用

住戸 

達成 充実 

ま ち づ

く り 推

進課 

５ 

重度身体障害者

（児）住宅設備

改修 

重度身体障がい者（児）が生活するため

の住宅設備改修費に対し、一部助成を行い

ます。 

件数 継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

６ 

重度知的障害者

（児）住宅設備

改修の検討 

重度知的障がい者（児）の騒音、安全対

策のための住宅設備改修費に対する助成に

ついてニーズ等を見ながら、他制度により

補い合うことができないかも含めて、どの

程度、住宅設備改修による助成が必要なの

かを見極めつつ検討していきます。 

実施状況 
未 実

施 
改善 

自 立 生

活 支 援

課 

７ 

住宅相談の充実 

障害者地域自立生活支援センターにおい

て、身体状況に応じた住宅のバリアフリー

化を希望する障がいのある人に対して、住

宅設備改修の相談・助言を行います。 

件数 継続 充実 

自 立 生

活 支 援

課 

基本施策（２） 住まいの確保・整備 
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① こころの健康づくり 

事業名 施策内容 指標 現状 
今後の

方向性 
担当課 

１ 

こころの健康づ

くり 

こころの健康に関して心配のある人やそ

の家族を対象に、相談窓口の周知に努めま

す。また、メンタルチェックシステム「こ

ころの体温計」をホームページに掲載し、

啓発に努めます。 

「 こ こ ろ の

体温計」への

アクセス数 

継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

２ 

自殺予防に向け

た取り組みの推

進 

自殺予防について、相談窓口の周知に努

めるとともに、引き続きゲートキーパー養

成研修を通じ、啓発に努めます。 

研 修 参 加 人

数 
継続 継続 

自 立 生

活 支 援

課 

 

基本施策（３） 心の健康 
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地域自立支援協議会の活動から ～万一の災害に備えて～ 
 

昨今の震災による被害の大きさや、その後の救助活動、避難行動及び避難生活を振り返

ると、障がいのある人たちや高齢者・乳幼児、子どもも含めて、マスコミをはじめとした

様々な分野で、防災対策について検証が進められてきています。 

地域自立支援協議会では、この問題について、障がい者本人や家族・関係者の声を聴く

などしながら、検討を重ねてきました。 

障がい者を中心に据えながら、災害に備えてどうしたら良いのかを協議会としてまとめ

てきました。 

その中で「災害への備え４か条」、「非常災害時の避難所運営１０か条」を作成し、現在

では市のホームページなどで公表しています。 

障がいのある人もない人もお互いに助け合って災害を乗り越えるための重要な内容とな

っています。 

図表 災害への備え（障がいをお持ちの方へ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＣＯＬＵＭＮ 

コラム欄 
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図表 障がいのある方等への支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 非常災害時の避難所運営 10 か条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム欄 
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第５章 障害者福祉サービス等の必要量見込みと

事業量の確保（障害福祉計画） 
 

第１節 基本目標 
 

 障がいのある人の自立を支援・推進する観点から、次のような基本目標を設定します。 
 

【基本目標 第５期障害福祉計画の考え方】 

目標 指標 

施設入所者の地域生活への移行 

（※高齢化・重症化を背景とした目

標設定） 

平成 28 年度末時点の施設入所者数の 9％以上が地域生活へ移行 

平成 32 年度末の施設入所者数を、平成 28 年度末時点の施設入所

者から 2％以上削減 

精神障がいにも対応した地域包括

ケアシステムの構築 
保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置 

地域生活支援拠点等の整備 各区市町村又は各圏域に少なくとも 1 つ整備 

福祉施設から一般就労への移行 

平成32年度中に福祉施設から一般就労への移行者数を平成28年

度の移行実績の 1.5 倍以上 

平成32年度末における就労移行支援事業利用者数が平成28年度

末における利用者数の 2 割以上増加 

就労移行支援事業所のうち、平成 32 年度末における就労移行率が

3 割以上の事業所を全体の 5 割以上 

平成32 年度末における就労定着支援1 年後の就労定着率が80％

以上 

基幹相談支援センター設置数 各市町村について設置を促進 

障がい児支援の提供体制の整備等 

児童発達支援センターを平成32年度末までに各市町村に少なくと

も 1 カ所設置 

保育所等訪問支援を利用できる体制を平成32年度末までに各市町

村で構築 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所、放課後デイサ

ービスを平成 32 年度末までに各市町村に少なくとも 1 カ所確保 

平成 30 年度末までに医療的ケア児支援の協議の場の設置 
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○施設の入所者の地域生活への移行 

項目 数値 考え方 

平成 29 年 3 月 31 日時点の 

入所者数（Ａ） 
6６人 平成 29 年 3 月 31 日時点の施設入所者数 

【目標値】 

地域生活移行数（Ｂ） 

６人 

9.0％ 

（Ａ）のうち、平成 32 年度末までに地域生活へ移

行する者の数 

新たな入所支援利用者数（Ｃ） 4 人 
平成 32 年度末までに新たに施設入所支援を利用す

る人数見込 

平成32年度末の入所者数（Ｄ） 64 人 
平成 29 年度末の利用人数見込 

（Ａ）－（Ｂ）＋（Ｃ） 

【目標値】 

施設入所者削減見込数（Ｅ） 

2 人 

3.0％ 
（Ａ）－（Ｄ） 

 

○精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 市町村ごとの保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置状況 

現状（H29.10） 目標値（H32 年度末） 

検討中 市内に設置 

 

○地域生活支援拠点事業 

現状（H29.10）（箇所） 目標値（H32 年度末）（箇所） 

0 1 

 

○福祉施設から一般就労への移行 

項目 数値 考え方 

現在の年間 

一般就労移行者数 
8 人 

平成 28 年度において福祉施設を退所し、一般就労

した者の数 

【目標値】目標年度の 

年間一般就労移行者数 

12 人 

(1.5 倍) 

平成 32 年度において施設を退所し、一般就労する

者の数 
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○就労移行支援事業所の利用者数 

項目 数値 考え方 

平成 28 年度末の 

利用者数 34 人 
平成 28 年度末において就労移行支援事業を利用す

る者の数 

【目標値】平成 32 年度末の 

利用者数 
70 人 

(２割以上) 

平成 32 年度末において就労移行支援事業を利用す

る者の数 

 

○就労移行率が３割以上の就労移行支援事業所の割合 

項目 数値 考え方 

平成 28 年度末の 

就労移行支援事業 30％ 
平成 28 年度の平成 32 年度末において就労移行率

が３割以上の事業所数の割合 

【目標値】平成 32 年度末の 

就労移行率 
50％ 

(全体の５割) 

平成 32 年度末において就労移行率が３割以上の事

業所数の割合 

 

○就労定着事業による支援開始１年後の職場定着率 

項目 数値 考え方 

【目標値】平成 31 年度末の 

就労移行支援事業 
80％ 

（８割以上） 
平成 28 年度での支援開始 1 年後の就労定着率 

【目標値】平成 32 年度末の 

就労移行率 
80％ 

（８割以上） 
平成 32 年度末での支援開始 1 年後の就労定着率 

 

○基幹相談支援センター設置数 

現状（H29.10） 目標値（H32 年度末） 

設置済（1 箇所） 設置済（1 箇所） 
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○障がい児支援の提供体制の整備等 

項目 現状（H29.10） 目標値（H32 年度末） 

児童発達支援センターの設置 設置済（1 箇所） 設置済（1 箇所） 

保育所等訪問支援を利用でき

る体制を構築 
実施中 実施する 

主に重症心身障害児を支援す

る児童発達支援事業所の確保 
確保済（1 箇所） 確保済（1 箇所） 

主に重症心身障害児を支援す

る放課後デイサービスの確保 
確保済（1 箇所） 確保済（1 箇所） 

医療的ケア児支援のための関

係機関の協議の場 
検討中 他区市町村との共同設置 
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第２節 指定障害福祉サービス 
 
 小金井市は、平成３２年度の目標値の実現に向けて、サービス利用の伸び率や新たなサービス

対象者等を勘案しつつ、平成３０年度から平成３２年度の各年度における指定障害福祉サービス

について見込み量を設定し、その確保に努めていきます。 

 サービスの現状と見込み量を設定するサービスは次のとおりです。 

 

 

地域定着支援

地域移行支援

自立訓練（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援Ａ型

就労継続支援Ｂ型

療養介護

短期入所

共同生活援助

施設入所支援

相談支援

自立訓練（機能訓練）

居宅介護

重度訪問介護

行動援護

重度障害者等包括支援

生活介護

同行援護

（１）訪問系サービス

（２）日中活動系サービス 

（３）居宅系サービス

（４）指定相談支援

就労定着支援

自立生活援助
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１ 指定障害福祉サービスの現状 

 

障害福祉サービス（１ヶ月あたり）

計画値 実績 計画値 実績 計画値 見込

サービス量 1,215時間分 1,386時間分 1,350時間分 1,427時間分 1,485時間分 1,484時間分 

利用者数 135人分 123人分 150人分 125人分 165人分 128人分 

サービス量 5,540時間分 2,731時間分 6,648時間分 2,665時間分 7,756時間分 2,685時間分 

利用者数 10人分 7人分 12人分 8人分 14人分 9人分 

サービス量 440時間分 416時間分 480時間分 453時間分 520時間分 505時間分 

利用者数 22人分 20人分 24人分 21人分 26人分 21人分 

サービス量 64時間分 16時間分 80時間分 21時間分 96時間分 25時間分 

利用者数 4人分 3人分 5人分 3人分 6人分 3人分 

サービス量 0時間分 0時間分 0時間分 0時間分 0時間分 0時間分 

利用者数 0人分 0人分 0人分 0人分 0人分 0人分 

サービス量 3,540人日分 3,205人日分 3,780人日分 3,326人日分 4,020人日分 3,495人日分 

利用者数 177人日分 164人日分 189人日分 172人日分 201人日分 175人日分 

サービス量 55人日分 43人日分 65人日分 46人日分 75人日分 44人日分 

利用者数 11人分 10人分 13人分 11人分 15人分 10人分 

サービス量 143人日分 73人日分 247人日分 77人日分 351人日分 63人日分 

利用者数 11人分 6人分 19人分 7人分 27人分 5人分 

サービス量 560人日分 403人日分 630人日分 537人日分 700人日分 723人日分 

利用者数 40人分 27人分 45人分 34人分 50人分 47人分 

サービス量 161人日分 188人日分 184人日分 239人日分 207人日分 277人日分 

利用者数 7人分 10人分 8人分 13人分 9人分 14人分 

サービス量 3,420人日分 2,629人日分 3,780人日分 2,828人日分 4,140人日分 3,012人日分 

利用者数 190人分 173人分 210人分 188人分 230人分 194人分 

サービス量 403人日分 332人日分 434人日分 362人日分 465人日分 367人日分 

利用者数 13人分 11人分 14人分 12人分 15人分 12人分 

サービス量 222人日分 200人日分 234人日分 260人日分 246人日分 287人日分 

利用者数 37人分 37人分 39人分 40人分 41人分 43人分 

サービス量 1,900人日分 2,166人日分 2,150人日分 2,375人日分 2,400人日分 2,371人日分 

利用者数 76人分 85人分 86人分 92人分 96人分 91人分 

サービス量 2,108人日分 1,861人日分 2,108人日分 1,864人日分 2,108人日分 1,897人日分 

利用者数 67人分 64人分 67人分 64人分 67人分 65人分 
施設入所支援

相談支援

居

宅

系

200人日分 54人日分 210人日分 72人日分 220人日分 82人日分 

相

談

支

援

地域定着支援 利用者数

4人日分 0人日分 5人日分 

 区分

自立訓練（生活訓練）

重度障害者包括支援

サービス系

居宅介護

重度訪問介護

同行援護

行動援護

訪

問

系

日

中

活

動

系

平成27年度 平成28年度 平成29年度

第4期

就労継続支援Ａ型

就労継続支援Ｂ型

療養介護

短期入所

事項

利用者数

地域移行支援 利用者数

自立訓練（機能訓練）

就労移行支援

生活介護

共同生活援護

6人日分 1人日分 

4人日分 0人日分 5人日分 0人日分 6人日分 5人日分 

1人日分 
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２ 指定障害福祉サービスの供給見込み量 

 

 指定障害福祉サービスには、①訪問系サービス、②日中活動系サービス、③居宅系サービス、

④指定相談支援サービスがあります。 

第４期の進捗の分析結果やアンケート調査結果、小金井市地域自立支援協議会等で明らかに

なったニーズ動向を踏まえ、サービス利用の新たなサービス対象者を勘案しつつ、各サービス

の１ヶ月あたりの見込み量を年度ごとに算出していきます。 

 

（１）訪問系サービス 

① 居宅介護 

自宅で身体介護や家事援助、通院等介助などの支援を行います。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用時間数（月） 1,572 時間分 1,608 時間分 1,644 時間分 

実利用者数（月） 131 人分 134 人分 137 人分 

 

 

 

② 重度訪問介護 

重度の肢体不自由者で、常時介護を必要とする方に、自宅で入浴・排せつ・食事などの介護

を総合的に行います。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用時間数（月） 2,980 時間分 3,278 時間分 3,576 時間分 

実利用者数（月） 10 人分 11 人分 12 人分 
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③ 同行援護 

視覚障がいにより移動に著しい困難を有する方に、外出時に必要な介助や情報提供などを行

います。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用時間数（月） 528 時間分 552 時間分 576 時間分 

実利用者数（月） 22 人分 23 人分 24 人分 

 

 

 

④ 行動援護 

知的・精神障がいにより行動が困難で常時介護を必要とする方に、行動するときに必要な介

助や外出時の移動などの支援を行います。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用時間数（月） 24 時間分 24 時間分 32 時間分 

実利用者数（月） 3 人分 3 人分 4 人分 

 

 

 

⑤ 重度障害者等包括支援 

常時介護を必要とする方で、その必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包

括的に提供します。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用時間数（月） 0 時間分 0 時間分 0 時間分 

実利用者数（月） 0 人分 0 人分 0 人分 

 
※現時点での利用は無く、見込みが立たない 
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（２）日中活動系サービス 

① 生活介護 

常時介護が必要な方に、施設で入浴や排せつ、食事の介護や創作的活動などの機会を提供し

ます。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用時間数（月） 3,660 人日分 3,860 人日分 4,020 人日分 

実利用者数（月） 183 人分 19３人分 201 人分 

 

 

 

② 自立訓練（機能訓練） 

身体障がい者に対し自立した日常生活や社会生活を営むことができるように、必要な訓練等

を行います。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用時間数（月） 45 人日分 45 人日分 50 人日分 

実利用者数（月） 10 人分 10 人分 11 人分 

 

 

 

③ 自立訓練（生活訓練） 

知的障がい者、精神障がい者に対し自立した日常生活や社会生活を営むことができるように、

必要な訓練等を行います。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用時間数（月） 75 人日分 １５０人日分 １６５人日分 

実利用者数（月） 6 人分 １２人分 １３人分 
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④ 就労移行支援 

一般企業等に就労を希望する方に、一定期間における生産活動等の機会を提供し、知識や能

力の向上のための訓練を行います。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用時間数（月） 810 人日分 945 人日分 1,050 人日分 

実利用者数（月） 54 人分 6３人分 ７０人分 

 

 

 

⑤ 就労継続支援Ａ型 

一般企業等への就労が難しい方に、生産活動等の機会を提供し、知識や能力の向上のための

訓練を行います。Ａ型は利用者と事業者が雇用契約を結びます。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用時間数（月） 300 人日分 320 人日分 340 人日分 

実利用者数（月） 15 人分 16 人分 17 人分 

 

 

 

⑥ 就労継続支援Ｂ型 

一般企業等への就労が難しい方に、生産活動等の機会を提供し、知識や能力の向上のための

訓練を行います。Ｂ型は利用者と事業者が雇用契約は必要ありません。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用時間数（月） 3,162 人日分 3,348 人日分 3,503 人日分 

実利用者数（月） 204 人分 216 人分 226 人分 
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⑦ 就労定着支援 

企業や自宅等への訪問や利用者の来所により、生活リズム、家計や体調管理などに関する課

題解決に向けて、必要な連絡調整や指導、助言等の支援を行います。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用時間数（月） － － － 

実利用者数（月） 10 人分 12 人分 14 人分 

 

 

 

⑧ 療養介護 

医療の必要な障がいがあり常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練や療養上の管理、

看護、介護などを行います。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用時間数（月） 403 人日分 434 人日分 465 人日分 

実利用者数（月） 13 人分 14 人分 15 人分 

 

 

 

⑨ 短期入所 

自宅で介護を行う人が病気などの理由で介護ができない場合に、短期間施設に入所して必要

な支援を受けます。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用時間数（月） 299 人日分 319 人日分 332 人日分 

実利用者数（月） 46 人分 49 人分 51 人分 
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（３）居宅系サービス 

① 自立生活援助 

定期的に利用者の居宅を訪問し、食事や洗濯、掃除等についての確認を行い、必要な助言や

医療機関等との連絡調整を行います。また、利用者からの相談や要請があった際は、訪問、電

話、メール等による随時の対応も行います。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用時間数（月） － － － 

実利用者数（月） 1 人分 1 人分 1 人分 

 

 

 

② 共同生活援助 

共同生活を営む住居において、相談や日常生活上の援助及び、介護を必要とする方に、住居

において、入浴、排せつ、食事等の介護を行います。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用時間数（月） 2,548 人日分 2,808 人日分 2,990 人日分 

実利用者数（月） 98 人分 108 人分 115 人分 

 

 

 

③ 施設入所支援 

施設に入所する方に、夜間や休日、入浴や排せつ、食事等の介護を行います。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用時間数（月） 1,914 人日分 1,943 人日分 1,972 人日分 

実利用者数（月） 66 人分 67 人分 68 人分 
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（４）指定相談支援系 

① 相談支援 

自ら障害福祉サービスの利用に関する調整が困難な障がいのある人にむけて、サービスが適

切に利用できるようサービス利用計画を作成します。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数（月） 97 人分 127 人分 142 人分 

 

 

 

② 地域移行支援 

施設や病院に長期入所等している方が、地域生活に移行できるよう住居の確保や新生活の準

備等の支援を行います。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数（月） 1 人分 1 人分 2 人分 

 

 

 

③ 地域定着支援 

施設や病院に長期入所等していた方が、地域生活に移行後、安心して地域生活を継続できる

よう夜間等も含む緊急時における連絡、相談等の支援を行います。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数（月） 6 人分 7 人分 8 人分 
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３ 指定障害福祉サービス見込み量確保のための方策 

 

（１）訪問系サービス 

訪問系サービスについては、今後施設や病院の入所者の地域移行により利用者が拡大す

ることが予想され、その量を的確に把握すると共に今後見込まれる多様なニーズに対応で

きるよう事業所の確保に努めます。また、利用者に対し選択の幅を広げるための事業者情

報の提供に努め、より多くの障がいのある人がサービスを利用できるように体制の整備に

努めます。 

 

（２）日中活動系サービス 

日中活動系サービスについては、特別支援学校卒業生などの新たな利用者の状況や事業

者の新体系への移行状況を考慮し、市内に必要な施設やサービスについて、国や東京都と

連携した新たな事業所支援、開拓など、サービスの提供が確保されるよう施策の検討を行

います。 

市内に不足する生活介護や短期入所など身近な地域で利用できるようサービス提供体制

の早期整備に努めます。 

 

（３）居宅系サービス 

法改正により、平成２６年度からグループホーム・ケアホームがグループホームに統合

されました。施設整備の推進や施設入所支援に関しては、真に必要とする人のみの利用と

し、目標年度までに関係機関と協議しながら段階的に地域移行を進めていきます。 

 

（４）指定相談支援 

法改正により、サービス等利用計画の対象がすべての障害福祉サービス及び地域相談支

援（地域移行支援・地域定着支援）の利用者に拡大することとなったことから、相談支援

の提供体制の量的拡大を図る必要があります。また、地域相談支援の創設により施設や病

院入所者の地域移行、地域定着支援が強化されます。 

相談支援事業所の確保及び従事者の養成について、利用者ニーズに対応できるよう関係

機関と連携をとりながら推進していきます。また、多くの方が利用できるよう周知徹底に

努めます。 
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（５）サービス提供事業所の確保とサービスの質の向上 

地域生活に必要なサービス供給量を確保し、障がいのある人がさまざまな選択肢の中か

らサービスを選択できるように、サービス提供事業所に対して支援等を行い、障がい福祉

に関する情報提供と誘致に向けた施策を積極的に行うことで障害福祉サービス事業所の新

規参入を促進していきます。 

さらに、サービス提供に従事する人員の確保や専門性を備えた人材を育成するために必

要な支援を行っていきます。サービスの質を向上するために、第三者評価の活用や権利擁

護、虐待防止のための取り組みについても指導、助言をしていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５章 障害者福祉サービス等の必要量見込みと事業量の確保（障害福祉計画） 

 
 

- 169 - 
 

第３節 児童通所支援事業 
 

小金井市は、平成３２年度の目標値の実現に向けて、サービス利用の伸び率や新たなサー

ビス対象者等を勘案しつつ、平成３０年度から平成３２年度の各年度における児童通所支援

事業について見込み量を設定し、その確保に努めていきます。 

サービスの現状と見込み量を設定するサービスは次のとおりです。 

 

 

児童発達支援 

医療型児童発達支援 

保育所等訪問支援

居宅訪問型児童発達支援

放課後等デイサービス

 児童通所支援事業 

 

児童相談支援 

医療的ケア児に対する関連分野の支援を

調整するコーディネーターの配置人数 
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１ 児童通所支援事業の現状 

 

障害児通所支援事業（１ヶ月あたり）

計画値 実績 計画値 実績 計画値 見込
923人日分 534人日分 1,001人日分 522人日分 1,079人日分 570人日分 

71人分 41人分 77人分 41人分 83人分 45人分 

60人日分 28人日分 80人日分 6人日分 100人日分 11人日分 

6人分 3人分 8人分 1人分 10人分 2人分 

600人日分 791人日分 650人日分 1,164人日分 700人日分 1,329人日分 

120人分 108人分 130人分 150人分 140人分 168人分 

8人日分 0人日分 14人日分 0人日分 20人日分 0人日分 

4人分 0人分 7人分 0人分 10人分 0人分 

訪
問
系

74人分 82人分 

区
分

サービス系
第4期

平成27年度 平成28年度 平成29年度

20人分 21人分 24人分 

児童発達支援

医療型児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

障害児相談支援 67人分 
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２ 児童通所支援事業の供給見込み量 

 

児童通所支援事業は、①児童発達支援、②医療型児童発達支援、③放課後等デイサービ

ス、④保育所等訪問支援、⑤児童相談支援があり、さらに今回から「居宅訪問型児童発達

支援」、「医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人数」

も計画に加えられました。 

第４期の進捗の分析結果やアンケート調査結果、小金井市地域自立支援協議会等で明ら

かになったニーズ動向を踏まえ、サービス利用の新たなサービス対象者を勘案しつつ、各

サービスの１ヶ月あたりの見込み量を年度ごとに算出していきます。 

 

（１）児童発達支援 

日常生活における基本的な動作指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練などの支

援を行います。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用日数（月） 625 人日分 688 人日分 750 人日分 

実利用者数（月） 50 人分 55 人分 60 人分 

 

 

 

（２）放課後等デイサービス 

学校授業終了後や休業日に生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進な

ど多様なメニューを設け、本人の希望を踏まえたサービスを提供します。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用日数（月） 1,464 人日分 1,584 人日分 1,704 人日分 

実利用者数（月） 183 人分 198 人分 213 人分 
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（３）保育所等訪問支援 

児童施設で指導経験のある児童指導員や保育士が、保育所などを２週間に１回程度訪問

し、児童や保育所などのスタッフに対し、児童が集団生活に適応するための専門的な支援

を行います。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用日数（月） 12 人日分 14 人日分 16 人日分 

実利用者数（月） 6 人分 7 人分 8 人分 

 

 

 

（４）医療型児童発達支援 

上肢、下肢または体幹の機能の障がいのある児童に対する児童発達支援及び治療を行い

ます。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用日数（月） 17 人日分 17 人日分 22 人日分 

実利用者数（月） 3 人分 3 人分 4 人分 

 

 

 

（５）居宅訪問型児童発達支援 

 障がい児の居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与等

の支援を実施します。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

延べ利用日数（月） 5 人日分 5 人日分 5 人日分 

実利用者数（月） 1人分 1人分 1人分 
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（６）児童相談支援 

児童相談支援には、児童支援利用援助と継続児童支援利用援助の２つのサービスがあり

ます。児童通所支援の利用申請手続きにおいて、児童の心身の状況や環境、児童または保

護者の意向などを踏まえて児童支援利用計画案の作成を行います。利用が決定した際は、

サービス事業者等との連絡調整、決定内容に基づく児童支援利用計画の作成を行います。

利用している児童通所支援について、その内容が適切かどうか一定期間ごとにサービス等

の利用状況の検証を行い、児童支援利用計画の見直しを行います（モニタリング）。また、

モニタリングの結果に基づき、計画の変更申請などを勧奨します。 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数（月） 29 人分 34 人分 39 人分 

 

 

 

（７）医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネータ

ーの配置人数 

医療的ケア児等に対する専門的な知識と経験に基づいて、支援に関わる関係機関との連

携（多職種連携）を図り、とりわけ本人の健康を維持しつつ、生活の場に多職種が包括的

に関わり続けることのできる生活支援システム構築のためのコーディネーターとしての配

置を他区市町村との連携も含め、調整し行います。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

配置人数 -人分（検討）人 -人分（検討）人 -人分（検討）人 
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３ 児童通所支援事業見込み量確保のための方策 

 

児童通所支援においては関係機関との連携が最も重要です。加えて広域の支援体制の整備

と構築も求められています。併せて、発達支援と相談支援の普及、充実、更なる関係機関と

の連携強化が今後の課題となってきます。 

 

（１）児童発達支援 

児童発達支援については、身近な地域の児童支援の専門施設（事業）として、通所利用

の児童への支援だけでなく、地域の児童・その家族を対象とした支援や保育所等の児童を

預かる施設に対する援助等にも対応することで、より多くの児童がサービスを利用できる

ように体制の整備に努めます。 

 

（２）放課後等デイサービス 

放課後等デイサービスについては、児童の学齢期における支援だけでなく、児童に対し、

放課後や長期休暇中においての療育の場(日常生活動作の指導、集団生活への適応訓練等)

であるとともに、放課後等の居場所、また、レスパイトケア(ご家族に代わり一時的にケア

を代替することで、日々の疲れ等をリフレッシュしてもらう家族支援サービス)にも対応す

ることで、より多くの児童がサービスを利用できるように体制の整備に努めます。  

 

（３）保育所等訪問支援 

保育所等訪問支援については、家庭から保育園・幼稚園・託児所等に通いながら児童発

達支援事業所への併行通園している児童が可能な限り地域における生活が継続できるため

に専門職員が保育所等を訪問し支援するだけでなく、保育所等の協力体制、連携していく

ことで、より多くの児童が、安心して集団生活を送る事ができるように体制の整備に努め

ます。 

 

（４）医療型児童発達支援 

医療型児童発達支援については、児童発達支援及び治療の提供を通所利用の児童やその

家族に対する支援だけでなく、 施設の有する専門機能を活かし、地域の児童やその家族へ

の相談、児童を預かる施設への援助・助言を行うなど、地域の中核的な療育支援にも対応

することで、より多くの児童がサービスを利用できるように関係機関と連携し支援に努め

ます。  
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（５）居宅訪問型児童発達支援 

居宅訪問型児童発達支援については、事業所に通所することができない医療的ケア児に

対して、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与等の支援等にも対応する

ことで、より多くの児童がサービスを利用できるように体制の整備に努めます。 

 

（６）児童相談支援 

法改正により、児童支援計画の対象がすべての児童通所支援事業の利用者に拡大するこ

ととなったことから、児童相談支援の提供体制の量的拡大を図る必要があります。また、

事業所の確保及び従事者の養成について、利用者ニーズに対応できるよう関係機関と連携

をとりながら推進していきます。利用者に対して、必要なサービス供給量を確保し、児童

がさまざまな選択肢の中からサービスを選択できるように、サービス提供事業所に対して

支援等を行い、障がい福祉に関する情報提供と誘致に向けた施策を積極的に行うことで、

事業所の新規参入を促進していきます。 

 

（７）医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネータ

ーの配置人数 

法改正により、障害児福祉計画に、市町村では、医療的ケア児の生活において（入所支

援を除く）、利用者ニーズに対応できるよう関係機関と連携をとりながら推進していきます。

他区市町村との共同配置も含め、コーディネーターの確保・調整に努めていきます。 
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第４節 地域生活支援事業 
 
 地域生活支援事業は、障害者総合支援法第７７条に基づき、障がい者及び障がい児が地域

で自立した日常生活や社会生活（就労等）を営むことができるよう、小金井市の社会資源や

利用者の状況に応じて柔軟に実施する事業です。 

域

生

活

支

援

事

業

理解促進研修・啓発事業 

自発的活動支援事業 

相談支援事業

成年後見制度利用支援事業

成年後見制度法人後見支援事業 

意思疎通支援事業

日常生活用具費給付事業

手話奉仕員養成研修事業 

移動支援事業

地域活動支援センター 

機能強化事業 

その他の独自事業 

障害者相談支援事業 

基幹相談支援センター等機能強化事業

住宅入居等支援事業 

手話通訳者・要約筆記者派遣事業 

手話通訳者設置事業 

介護訓練支援用具

自立生活支援用具

在宅療育等支援用具 

情報・意思疎通支援用具

排泄管理支援用具

居宅生活動作補助用具（住宅改修費）

訪問入浴サービス事業

日中一時支援事業

地
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１ 地域生活支援事業の現状 
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２ 地域生活支援事業サービスの供給見込み量 

 

地域生活支援事業には、①理解促進研修・啓発事業、②自発的活動支援事業、③相談支

援事業、④成年後見制度利用支援事業、⑤成年後見制度法人後見支援事業、⑥意思疎通支

援事業、⑦日常生活用具費給付事業、⑧手話奉仕員養成研修事業、⑨移動支援事業、⑩地

域活動支援センター機能強化事業、⑪その他の独自事業があります。第４期の進捗の分析

結果、小金井市地域自立支援協議会等で明らかになったニーズ動向を踏まえ、各サービス

の見込み量を年度ごとに算出していきます。 

 

（１）理解促進研修・啓発事業 

障がいのある人が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」を除去するた

め、障がい者等の理解を深めるため研修・啓発を通じて地域住民への働きかけを強化する

ことにより、共生社会の実現を図ります。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実施の有無 有 有 有 

 
 

 

（２）自発的活動支援事業 

障がいのある人等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、障がい者

等、その家族、地域住民等による地域における自発的な取り組みを支援することにより、

共生社会の実現を図ります。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実施の有無 有 有 有 
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（３）相談支援事業 

障がいのある人からの相談に応じ、必要な情報の提供等の便宜を供与することや、権利

擁護のために必要な援助を行うことにより、障がいのある人が自立した日常生活または社

会生活を営むことができるように支援します。 

また、相談支援事業をはじめとする地域の障害福祉に関するシステムづくりに関し、中

核的な役割を果たす協議の場として小金井市地域自立支援協議会を設置しています。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

①障害者相談支援事業（実

施箇所数） 
８箇所 ９箇所 １０箇所 

②基幹相談支援センター等

機能強化事業（実施箇所

数） 

１箇所 １箇所 １箇所 

③住宅入居等支援事業（実

施箇所数） 
０箇所 ０箇所 １箇所 

 
 

 

（４）成年後見制度利用支援事業 

障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用であると認めら

れる知的障がい者又は精神障がい者に対し、成年後見制度の利用を支援することにより、

これらの障がい者の権利擁護を図ります。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実施の有無 1 人 1 人 1 人 

 

 

 

（５）成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体制を

整備するとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援することで、障がい

のある人の権利擁護を図ります。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実施の有無 無（検討） 無（検討） 有（実施） 
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（６）意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障がいのため、意思疎通を図ることに支障が

ある障がいのある人等に、手話通訳、要約筆記等の方法により、障がい者等とその他の者

の意思疎通を支援する手話通訳者、要約筆記者等の派遣等を行い、意思疎通の円滑化を図

ります。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

①延べ利用者数 120 人 121 人 122 人 

②手話通訳者設置事業 無（検討） 無（検討） 有（実施） 

 
 

 

（７）日常生活用具費給付事業 

重度障がい者等に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を給付することにより、日

常生活の便宜を図ります。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

①介護訓練支援用具 

（実利用人数） 
1 人分 1 人分 1 人分 

②自立生活支援用具 

（実利用人数） 
8 人分 8 人分 8 人分 

③在宅療養等支援用具 

（実利用人数） 
13 人分 13 人分 13 人分 

④情報・意思疎通支援用具

（実利用人数） 
6 人分 6 人分 6 人分 

⑤排泄管理支援用具 

（実利用人数） 
133 人分 134 人分 135 人分 

⑥居宅生活動作補助用具

（住宅改修費） 

（実利用人数） 

4 人分 4 人分 4 人分 
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（８）手話奉仕員養成研修事業 

手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術を習得した者を養成し、意

思疎通を図ることに支障がある障がいのある人等の自立した日常生活又は社会生活を営む

ことができるように図ります。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

終了見込者数 40 人 40 人 40 人 

 
 

 

（９）移動支援事業 

屋外での移動が困難となる障がいのある人について、外出のための支援を行うことによ

り、地域における自立生活及び社会参加を支援します。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実施箇所数 46 箇所 47 箇所 47 箇所 

実利用者数 163 人分 164 人分 165 人分 

延べ利用時間数 16,592 時間 16,710 時間 16,829 時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ 障害者計画・第５期障害福祉計画                             

- 182 - 
 

（10）地域活動支援センター機能強化事業 

障がいのある人に創作的活動または生産活動の機会を提供し、社会との交流の促進等の

便宜を供与する地域活動支援センターの機能を充実強化し、障がいのある人の地域生活支

援の促進を図ります。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

Ⅰ型 

実施箇所数 1 箇所 1 箇所 1 箇所 

登録者数 100 人 105 人 110 人 

Ⅱ型 

実施箇所数 1 箇所 1 箇所 1 箇所 

登録者数 30 人 30 人 30 人 

Ⅲ型 

実施箇所数 0 箇所 0 箇所 0 箇所 

登録者数 0 人 0 人 0 人 
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（11）その他の独自事業 

① 訪問入浴サービス事業 

訪問により居宅において入浴サービスを提供し、身体障がい者の身体の清潔の保持、心

身機能の維持等を図ります。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数 5 人分 5 人分 5 人分 

延べ利用回数 347 回 350 回 352 回 

 

 

 

② 日中一時支援事業 

障がいのある人の日中における活動の場を確保し、障がいのある人の家族に向けた就労

支援及び障がいのある人を日常的に介護している家族への一時的な休息を支援します。 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数 24 人分 24 人分 25 人分 

延べ利用回数 436 回 439 回 442 回 
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３ 地域生活支援事業サービス見込み量確保のための方策 

 

 地域生活支援事業の実施にあたり、小金井市では事業の計画的・効果的な実施に努めま

す。実施する事業のサービス確保のための方策は、次のとおりです。 

 

（１）理解促進研修・啓発事業 

障がい特性（精神障がい、発達障がい、高次脳機能障がい、盲ろう者、重症心身障がい

児、難病など）を分かりやすく解説するような講演会・教室等開催をできるよう、障害者

福祉センター・地域自立生活支援センター等での実施体制の検討を行います。 

 

（２）自発的活動支援事業 

ピアサポート等の障がい者等やその家族・地域住民等が自発的に行う活動に対する支援

事業の主旨を踏まえ、特定の者のみが事業に携わるのではなく、多くの障がい者等やその

家族・地域住民等が事業に関わるよう、障害者福祉センター・地域自立生活支援センター

等での実施体制の検討を行います。 

 

（３）相談支援事業 

 サービス等利用計画の対象者に適切な支援を行うために、一定の質を確保しつつ、相談

支援の提供体制の量的拡大を図っていく必要があります。障がいのある人が、さまざまな

状況に応じた適切な支援を受け、自立した日常生活を営むことができるよう、小金井市障

害者地域自立生活支援センターを中心に、サービス提供事業者との連携のもとで相談支援

体制の強化充実に努めます。 

 

（４）成年後見制度利用支援事業 

成年後見制度の利用に要する費用のうち、障害者総合支援法施行規則に定める費用（成

年後見制度の申し立てに要する経費(登記手数料、鑑定費用等)及び後見人等の報酬等）の全

部又は一部の補助を行います。 

 

（５）成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体制を

整備するため、法人後見に要する運営体制、財源確保、障がい者等の権利擁護、後見監督

人との連携手法等の法人後見推進のための検討を行います。 
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（６）意思疎通支援事業 

  手話通訳者や要約筆記者の派遣等を行い、コミュニケーション支援事業の円滑なサービ

ス提供に努めます。また、手話通訳者の養成、スキルアップについても努めていきます。 

 

（７）日常生活用具費給付事業 

それぞれの障がい特性により必要性を検討し、引き続き給付を実施します。また、日常

生活用具の技術の進歩による機能向上や新製品を把握し、品目の追加や廃止を検討してい

きます。 

 

（８）手話奉仕員養成研修事業 

聴覚障がい者等との交流活動の促進、市町村の広報活動などの支援者という主旨を踏ま

え、障害者福祉センター等での実施など、体制の整備を検討していきます。 

 

（９）移動支援事業 

 増大する利用者や利用時間の必要量確保のため、事業者の確保と連携強化に努めます。

利用者の実態に応じた柔軟な運用の工夫を検討します。これまでも利用者のニーズや実態

に応じた柔軟な運用と個別給付化を図れるよう国に働きかけてきたところですが、いまだ

実現できておりません。引き続き、国へ要望の働きかけを行っていきます。 

 

（10）地域活動支援センター機能強化事業 

 障がいのある人に身近な施設として、基本的事業や機能強化事業の一層の充実を図りま

す。また三障がいに対する事業所が市内にバランスよく配置していけるよう体制の整備を

検討していきます。 

 

（11）その他の独自事業 

 サービスの質の向上のために事業者等と連携を密にし、サービス内容の見直しを考慮し

つつ事業を実施していきます。また、利用者に対する情報提供を行い、事業の周知徹底を

図っていきます。国の要綱変更の状況を踏まえて、対応していきます。 
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第６章 計画の推進 

 
計画の実現のためには、市民との協働のもと、庁内でも横断的な取り組みができるような

体制づくりに努めると共に、研究機関なども含めた広域的な連携体制をさらに強化し、障が

い者福祉施策を総合的に推進していくことが必要です。 

 

第１節 計画の推進体制 
 

本計画を推進するためには、保健・福祉・医療のみならず、都市計画・教育・産業などの

分野で全庁的な取り組みが必要であり、さらに市民の協力が不可欠です。 

小金井市では、本計画を具体化していくために、多様な人材の育成・確保をはじめ、保健・

医療・福祉関係分野の連携の強化など、推進体制の整備を図り、必要に応じてケースカンフ

ァレンスや庁内連絡会により情報共有に努めていきます。 

また、サービスの基盤体制として、利用者が安心してサービス提供を受けられるように、

サービス提供者との安定的な関係を継続しつつ、民間活力や民間ノウハウの最大限の活用を

図りながら、サービスの向上と経費の節減を実現していくため、障害者福祉センターの業務

の民営化などを進めてまいります。 

さらに、福祉共同作業所は、福祉的就労を目的とした施設ですが、利用者の高齢化などに

より、福祉的就労以外の役割も考えていく必要があることから、今後の施設のあり方につい

て様々な視点をもって検討していく必要があります。 

本計画の進行状況の把握については、小金井市地域自立支援協議会と連携を図りながら、

計画の推進に関する必要事項の協議・検討を行い、本計画の推進に向けて関係機関との連携

や広域的な行政連携を強化します。 

 

第２節 ネットワークづくり推進に向けて 
 

小金井市は、障がい者福祉推進のためのネットワーク構築に向けて、今後も小金井市地域

自立支援協議会と連携・協議を重ねながらさらなる検討を継続し、本計画の着実な推進を図

ると共に、相談・支援体制の強化に努めます。 
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第３節 国、東京都等の動きへの反映について 
 

本計画においては、施策の推進を図るため、障がいのある人のニーズの把握に努め、進捗

状況を定期的に確認し、施策運営に適切に反映していきます。 

また、各市の情報を集めながら、三障がい一元化の趣旨を踏まえ、三障がいの平等な取り

扱いを目指し、より良い制度に向けて国や東京都に対し要望を行っていきます。 

国においては、障害者自立支援法が改正され、平成２５年４月に障害者総合支援法が施行

されました。今後も法制度の動向、社会情勢の変化等を踏まえ、権限委譲等に関する要請に

ついては状況に応じ、柔軟に対応していきます。 
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図表 小金井市の教育・医療・就労・福祉の体系（ネットワーク図） コラム欄 
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体系別事業所等一覧

就労支援センター： エンジョイワークこころ

就労移行支援事業所
・パン工房ノアノア南口店(知的)
・小金井聖ヨハネワークセンター(知的)
・あん工房(精神)

就労継続支援事業所(B型)
・ゆめ工房さくら(知的) ・フラワー工房さくら(知的)
・パン工房ノアノア北口店(知的)

・小金井生活実習所（知的）・小金井市福祉共同作業所(知的)・小金井聖ヨハ

ネ支援センター・小金井聖ヨハネワークセンター・あん工房（精神） ・希望の家

(精神)・スペース楽(精神)・手づくり工房たいさんぼく・手づくり工房「みらい」・にこ

にこキッチン・にこにこファクトリー・木馬の会（ライブワークス）・ワークセン

ター「あい」

余暇活動支援事業
・日曜クラブ(知的) ・障害児水泳教室

社会教育・生涯教育(青年学級)
・青年学級｢みんなの会｣(知的)

放課後等デイサービス
・木馬の会（小金井おもちゃライブラリー(知的)・学
童クラブ）・児童発達センターびぃぼ・小金井市児
童発達支援センター きらり・おもちゃ箱こがねい・
おもちゃ箱上水桜

児童ショートステイ・日中一時
支援事業

・桜町児童ショートステイ

児童発達支援

・賀川学園・小金井市児童

発達支援センター きらり・

おもちゃ箱上水桜・児童発障害児保育

・公立保育園（５園）

・私立保育園（８園）

中学特別支援学級・通級学級

・小金井第一中学校(知的、自閉、情緒)

・小金井第二中学校（知的)
・小金井緑中学校(情緒)

特別支援学校 小・中
・都立小金井特別支援学校(知的)

小学特別支援学級・通級学級

・小金井第一小学校(知的)

・小金井第二小学校(知的、難聴・言語、情緒）

・小金井東小学校（知的）
・小金井南小学校(情緒)

障害児学童保育所
・さくらみなみ学童保育所
・たけとんぼ学童保育所
・あかね学童保育所
・さわらび学童保育所
・たまむし学童保育所
・まえはら学童保育所
・ほんちょう学童保育所
・みどり学童保育所
・みなみ学童保育所

グループホーム・ケアホーム
・グループホームさくら/らいむ（來夢）(知的)
・金子寮(知的)
・かがわの家 スバル(知的)
・かがわの家 ベガ(知的)
・かがわの家 シリウス(知的)
・かがわの家 ソレイユ
・小金井聖ヨハネケアービレッジ梶野町(知的)
・小金井聖ヨハネケアービレッジ本町(知的)
・小金井聖ヨハネケアービレッジ中町(知的)
・小金井聖ヨハネケアービレッジん貫井北町(知的)
・ぐるうぷほうむアジール(知的)
・グループホームもえぎ(知的)
・グループホーム マーチ小金井(知的)
・グループホームこがねい(精神)
・グループホームらく(精神)
・あんホーム(精神)
・グループホームちぐら(精神)

市内幼稚園

・学芸大学附属幼稚園

経過観察健康診査集団指導

・コアラの会、パンダの会

地域医療の中心的医療ｾﾝﾀｰ
・都立総合小児医療センター(府中)
・都立多摩総合医療センター(府中)
・都立東大和療育センター
・独立行政法人国立病院機構村山医療セン
ター
・都立多摩総合精神保健福祉センター(多摩市)

等々

日中一時支援事業
・障害者福祉センター

ショートステイ・緊急一時保護

・小金井生活実習所

・障害者福祉センター

子ども家庭支援センター

・ファミリーサポートセンター

子ども家庭支援センター
・ゆりかご（子育て相談）

生活介護事業所

・小金井生活実習所(重度知的) ・かがわ工房(知的)

・障害者福祉センター グリーンピア(重度身体含む)

地域活動支援センター： 精神障害者地域生活支援センターそら（Ⅰ型）

スペース楽２（Ⅱ型）

児童養護施設退所者等の相談支援事業
・社会福祉法人｢子供の家｣ ゆずりは（国分寺市）

資料:小金井市地域自立支援協議会

その他
・さくらの木(知的)・グループ わ(知的)・
学芸大 おこりんぼ(知的) ・通所訓練｢あ
い｣(心身障害)
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付 録 内 

※「障がい」の表記について 

 「障がい」の漢字表記については、現在も議論されているところでありますが、市の最上

位計画である「小金井しあわせプラン」（第４次小金井市基本構想・後期基本計画）や平成２

４年３月に策定された前小金井市保健福祉総合計画においても、法律名など固有名詞を除き、

「障がい」と表記しているところであります。 

従いまして、今回策定しています「小金井市保健福祉総合計画」におきましても統一的な

表記とするために、「障がい」として表記しております。 


